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シエラレオネ共和国では、1991 年から約 10 年間続いた内戦の影響により、経済、社会、保健

システムが大きく疲弊しました。保健指標は周辺国と比べて低く、保健サービスへの住民のアク

セスは政府の母子保健サービス無料化政策により近年改善されてきているものの、保健サービス

の質は依然として問題となっています。

この状況を踏まえ、シエラレオネ共和国政府は、保健行政機関の監督指導及び医療施設による

保健サービス改善のための技術協力プロジェクトをわが国に要請しました。

これを受けて独立行政法人国際協力機構（JICA）は、2012 年 6 月に詳細計画策定調査団を派

遣し、プロジェクトの要請背景などを調査するとともに、シエラレオネ共和国政府及び関係機関

との間で協力計画について協議を行いました。

本報告書は、詳細計画策定調査団による調査結果及びその後の実施協議の結果を取りまとめた

ものです。

ここに、本調査を実施するにあたりご協力を賜りました関係各位に深く感謝申し上げます。

平成 24 年 12 月

独立行政法人国際協力機構

人間開発部長　萱島　信子

序　　　　　文
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事業事前評価表

１．案件名

国　名：シエラレオネ共和国

案件名：サポーティブスーパービジョンシステム強化プロジェクト

Project for Strengthening Supportive Supervision System

２．事業の背景と必要性

（１）当該国における保健セクターの現状と課題

シエラレオネ共和国（以下、「シ」国と記す）では、1991 年から続いた内戦が 2002 年に

終結したものの、長引く内戦により国家の経済、社会、保健システムは大きな影響を受け

た。「シ」国の 5 歳未満児死亡率 185（出生 1000 対）1 及び妊産婦死亡率 860（出産 10 万対）2 は、

サブサハラ・アフリカ諸国の平均と比較しても高い 3。2010年、大統領の強いリーダーシップ

により、妊娠中、授乳中の母親、及び 5 歳未満児への保健医療サービスを無料提供する「フ

リーヘルスケア・イニシアティブ」が導入され、加えて、多くの援助機関が母子保健分野へ

の支援を行っていることから、母子保健を含む一次保健医療サービスへのアクセス状況は大

きく改善された。例えば、同イニシアティブ導入後、医療施設を利用する子供の数は 2.5 倍

に増加している 4。しかしながら、保健医療サービスの質についてはまだ十分ではないと考え

られている。その理由としては、急速な患者数の伸びに保健医療サービス提供機関が対応し

きれていない状況があり、その背景には、保健行政及び保健医療サービス提供機関への監督

指導が不十分であり、また監督指導の結果が課題の解決に効果的につながっていないことが

指摘されている 5。このため、単に欠点を指摘する監督指導ではなく、課題の解決につながる

支援も含めたサポーティブスーパービジョン 6 体制強化の取り組みが必要とされている。

（２）当該国における保健セクターの開発政策と本事業の位置づけ

「シ」国政府は、2009 年に策定した国家保健戦略計画（2010 ～ 2015 年）において、全国

民に裨益する国家保健システム及び母子保健サービスの強化という構想の下、サポーティブ

スーパービジョンによる保健サービスの質改善を掲げている 7。また、保健セクターにおける

3 年間の業務資金合同計画（Joint Programme of Work and Funding 2012-2014）においても、保

1　  World DataBank（Level & Trends in Child Mortality. Report 2011. Estimates Developed by the UN Inter-agency Group for Child Mortality）。
2008 年。

2　 World DataBank（UNICEF, State of the World's Children, Childinfo, and Demographic and Health Surveys by Macro International）。2008 年、

国家推計。
3　 World DataBank にて調査可能なサブサハラ・アフリカ諸国の平均は、それぞれ 111（2008 年、47 カ国）と 528（2006 ～ 2010 年、

28 カ国 34 データ）。
4　 「シ」国保健衛生省（2012 年）“2010 Health Sector Performance Report”, p.9
5　 「シ」国保健衛生省からの要請書（2011 年）。
6　  欠点を指摘する従来型の監督指導に対し、サポーティブスーパービジョンは、被監督者の動機が高まるように、被監督者が自分

自身で課題を解決できるような環境を提供することをめざす。
7　 「シ」国保健衛生省（2009 年）“National Health Sector Strategic Plan 2010-2015”。例えば 19、39 ページ。
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健衛生省による県保健管理局の、そして県保健管理局による保健医療施設の監督指導強化を

推進していくことが明記されている8。

（３）保健セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績

わが国の「対シエラレオネ国事業展開計画（2009 年）」には、援助重点分野として「経済・

社会基盤整備」が掲げられ、同重点分野に位置づけられる「基礎生活サービスの改善プログ

ラム」は保健分野への支援を含んでいる。また、サポーティブスーパービジョンを含む保健

システムの強化は、わが国の「国際保健政策 2011-2015」及び JICA の「保健分野の協力－現

在と未来－（2010 年）」記載の保健協力方針に合致している。

わが国及び JICA は、2008 年から 2011 年まで「シ」国カンビア県において「地域保健改

善プロジェクト（技術協力プロジェクト）」を実施し、県レベルにおけるサポーティブスーパー

ビジョンのツールの作成支援などを行った。その後、個別専門家（保健分野の統合的スーパー

ビジョン強化、2011 ～ 2012 年）を派遣し、中央レベルにおけるツールの作成支援なども行っ

た。

（４）他の援助機関の対応

「シ」国の保健セクターでは、英国国際開発省、国連諸機関、世界銀行、アフリカ開発銀行、

欧州連合などの主要援助機関が、国家保健戦略計画の実施を支援している。これらの協力に

おいても、保健システム強化と母子保健の改善が重視されている。

３．事業概要

（１）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）

本事業は、①全 13 県の県保健管理局に対する保健衛生省の支援能力の強化、②一次医療

施設 9 に対する対象 4 県の県保健管理局の統合的サポーティブスーパービジョン（ISSV）10 サ

イクル 11 実施能力の強化、③対象 4 県の県保健管理局が選定した一次医療施設における母子

保健サービスの改善 12 により、保健衛生省及び 13 県保健管理局による ISSV サイクルの強化

を図り、もってすべての一次医療施設において提供される母子保健サービスの改善に寄与す

るものである。

（２）プロジェクトサイト／対象地域名

成果１（全 13 県の県保健管理局に対する保健衛生省の支援能力強化）に関連する活動の

対象地域は全国。成果２及び３（対象 4 県の県保健管理局の ISSV サイクル強化、及び同 4

8　 「シ」国保健衛生省（2012 年）“Joint Programme of Work and Funding（JPWF）2012-2014”。15、17 ページ。
9　 Peripheral Health Unit（PHU）
10　 統合的サポーティブスーパービジョン（Integrated Supportive Supervision：ISSV）とは、母子保健やマラリアなどの「縦割りプロ

グラム」別に監督指導が実施される従来型のサポーティブスーパービジョンに対し、効率化を図るためにも右プログラムを横断

的に統合したサポーティブスーパービジョンのこと。
11　 本プロジェクトでは、ISSV サイクルを、「事前会議、スーパービジョンのための訪問（訪問指導）、事後会議、活動計画の策定と実施、

次回のスーパービジョン時におけるフィードバック、次年度の年間計画への関連課題の反映」と定義している。
12　  小規模プロジェクトにより実施される予定。
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県保健管理局が選定した一次医療施設における母子保健サービス改善）に関連する活動の対

象地域は、ボンバリ県、トンコリリ県、モヤンバ県、プジョン県の 4 県 13。

（３）本事業の受益者（ターゲットグループ）

保健衛生省内でスーパーバイザーとして選定される省員 14（約 39 名）、全 13 県の県保健管

理局の職員（約 325 名）、全 13 県の一次医療施設の職員（約 3,030 名）、全国の 5 歳未満児（約

95 万人）及び妊産婦・授乳婦（約 23 万人）。

（４）事業スケジュール（協力期間）

2013 年 4 月～ 2017 年 3 月を予定（計 48 カ月）

（５）総事業費（日本側）

約 4.1 億円

（６）相手国側実施機関

保健衛生省（プライマリーヘルス局、政策計画局、母子保健局）及び対象 4 県（ボンバリ

県、トンコリリ県、モヤンバ県、プジョン県）の県保健管理局

（７）投入（インプット）

１）日本側

①専 門家：総括／モニタリング・評価 8 MM（Man Month；人月）、保健システム強化 24 
MM、保健人材開発／教材開発／母子保健 24 MM、業務調整 24 MM

②資機材：車両、バイク、オフィス用品など

③現地活動費：約 7,700 万円

保健衛生省による ISSV 実施に関する交通費（車両レンタル代、燃料代）、ワーク

ショップ／会議費用、ISSV ツールの開発・印刷費用、日本人専門家用の運転手とア

シスタント、日本人専門家用車両の維持管理費用及び燃料代、対象 4 県における小規

模プロジェクトの実施費用など

２）「シ」国側

①カウンターパート（C/P）の人材配置

プロジェクト・ダイレクター：保健衛生省首席医務官

プロジェクト・マネジャー：保健衛生省プライマリーヘルス局長

C/P：政策計画局長、母子保健局長、対象 4 県の県保健管理局長　約 6 名

②保健衛生省内におけるプロジェクト事務所用スペース（執務室）

③ ローカルコスト：保健衛生省及び県保健管理局職員の諸手当（ISSV 実施の際の日当・

宿泊費を含む）、プロジェクト事務所の電気・水・電話などの諸経費、机・イス・棚

13　 対象 4 県は、JICA の安全基準、他の援助機関の活動有無、過去の JICA 事業の有無、県保健管理局の能力を基に、「シ」国側と

協議のうえ選定した。
14　 現時点では、局長、看護師、モニタリング・評価担当官の 3 人×全 13 県で、約 39 名がスーパーバイザーとして選定されること

を想定している。
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などの事務所用家具、対象 4 県の県保健管理局に供与する車両とバイクの利用にかか

る費用（登録料、保険料、維持管理費、運転手代、燃料費等）、成果２及び３に関連

する活動の対象外となる 9 県の県保健管理局に対する ISSV 能力強化に関する費用

（８）環境社会配慮・貧困削減・社会開発

１）環境に対する影響／用地取得・住民移転

①カテゴリ分類：C
②カテゴリ分類の根拠：環境への望ましくない影響はほとんどないと考えられる。

２）ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減

悪影響はほとんどないと考えられる。

３）その他

特になし

（９）関連する援助活動

１）わが国の援助活動

わが国及び JICA は、「地域保健改善プロジェクト（技術協力プロジェクト、2008 ～

2011 年）」及び「保健分野の統合的スーパービジョン強化（個別専門家、2011 ～ 2012 年）」

にて、中央及び県レベルにおけるサポーティブスーパービジョンのツールの作成を支援し

た。今後は、これらのツールの定着及びツールを利用しての保健サービスの質の向上が求

められているところ、本案件の実施が期待されている。

２）他ドナー等の援助活動

ワクチンと予防接種のための世界同盟（GAVI）及び欧州連合／国連児童基金（UNICEF）
が保健システム強化の一環としてサポーティブスーパービジョンを支援する予定がある。

これらの支援が成果２及び３に関連する活動の対象外となる 9 県への支援などにつながれ

ば本事業との相乗効果が期待できる。一方、事業の重複は避けるように留意する。

４．協力の枠組み

（１）協力概要

１）上位目標： 全一次医療施設において提供される母子保健サービスが改善される。

指標：１ ．サービスの利用可能性・準備評価（SARA15）指標の向上（具体的には、訓練

されたサービス従事者の配置状況、母子保健サービス提供のための施設・機材

の整備状況、利用可能な検査や必須医薬品の数などの指標）。

２ ．一次医療施設を対象とした ISSVチェックリスト 16の評点の向上（具体的には、

サービス従事者の母子の健康に関する正しい知識、ワクチンや薬の保管状況、

15　WHO による Service Availability and Readiness Assessment（SARA）。
16　 一次医療施設を対象とした ISSV チェックリストは、マネジメント分野（職員の出席管理、財務・経理、ロジスティックス・

在庫管理など）、プログラム分野〔予防接種、新生児・小児疾患の統合的管理（IMNCI）、栄養、安全な出産とリプロダクティ

ブヘルス、サーベイランス、エイズ、マラリア、結核、顧みられない熱帯病（NTD）など〕、及び保健マネジメント情報シス

テム分野（データの質と在庫管理データ）の 3 分野のチェック項目から構成されている。
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家族計画や産後健診が正しく提供されているか、患者の情報が正しく記録され

ているかなどに関する評点）。

２）プロジェクト目標： 一次医療施設において提供される母子保健サービス改善のために、

保健衛生省及び全 13 県の県保健管理局による ISSV サイクルが強化

される。

指標：１．保健衛生省が ISSV サイクルの全活動を実施する。

２．13 県のうち 10 県の県保健管理局が ISSV サイクルの全活動を実施する。

３ ．県保健管理局を対象とした ISSVチェックリスト 17の評点の向上〔具体的には、

最低限（3 カ月分）のワクチン薬や医薬品を備えているか、妊産婦死亡の事例

を調査しているか、前回のスーパービジョンの結果を一次医療施設にフィード

バックしているかなどに関する評点〕。

３）成果及び活動

成果１：保健衛生省による全 13 県の県保健管理局を支援する能力が強化される。

指標 1-1　 保健衛生省のスーパーバイザーの 90％が十分な ISSV 能力を保有する。（「十

分な ISSV 能力」ついてはプロジェクト開始後に定義する。）

指標 1-2　 保健衛生省によるスーパービジョンの実施・カバー率（100％ 、つまり 13 県

の県保健管理局が、毎年各 4 回、保健衛生省の ISSV スーパーバイザーから

訪問指導を受ける）。

指標 1-3　 各回の ISSV 後に策定される活動計画のうち 80％以上が着手される。

活動 1-1　 保健衛生省が、県保健管理局と一次医療施設を対象とした ISSV ツール（チェッ

クリスト及びガイドライン）を完成させる（ISSV サイクル上の活動を既存の

県保健管理局のチェックリストに織り込む）。

活動 1-2　 保健衛生省がツール（チェックリスト、ガイドライン）を印刷し、関係機関

に配布する。

活動 1-3　 保健衛生省が日本人専門家と共に、保健衛生省スーパーバイザーの能力を強

化する。

活動 1-4　 保健衛生省スーパーバイザーが 13 県の県保健管理局に対して新 ISSV ツール

導入の指導をする。

活動 1-5　 ガイドラインに従って、保健衛生省が関連部局の参加を得て定期的に 13 県の

県保健管理局への ISSV を実施する〔事前会議、訪問指導、事後会議、活動

計画の作成と実施、その結果に関する県保健管理局へのフィードバック（次

回スーパービジョン時）を含む〕。

活動 1-6　 毎回の ISSV 実施後、必要に応じて、保健衛生省幹部（Top Management Team：

TMT）が保健衛生省の活動計画を協議・承認し、その実施担当部署を任命す

る。

活動 1-7　 保健衛生省年次計画立案時に、保健衛生省政策計画局が、ISSV によって明ら

17　 県保健管理局を対象とした ISSV チェックリストは、マネジメント分野（人事、スーパービジョン、財務、保健管理情報システム、

在庫管理、建設プロジェクトなど）及びプログラム分野（予防接種、周産期・リプロダクティブヘルスケア、栄養、伝染病、マ

ラリアなど）の 2 分野のチェック項目から構成されている。
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かになった課題を次年度年間計画に反映させる。

活動 1-8　 保健衛生省が、県保健管理局に対する ISSV の記録や保健衛生省の活動計画

実施状況に関する情報管理システムを構築する。

活動 1-9　 保健衛生省が本プロジェクトの運営に関する定期的な会合を開催する（合同

調整委員会、運営委員会）。

活動 1-10　 保健衛生省 と日本人専門家がプロジェクトの進捗を合同でモニターする（保

健衛生省スーパーバイザーの能力評価、ISSV の結果や活動計画の実施状況

のモニタリングを含む）。

活動 1-11　 保健衛生省が 13 県の県保健管理局と経験共有の場を設ける（例：13 県を対

象としたワークショップや相互訪問など）。

成果２： 対象 4 県の県保健管理局において一次医療施設を対象とする ISSV サイクルが

強化される。

指標 2-1　 対象 4 県の県保健管理局によるスーパービジョンの実施・カバー率（100％、

つまり対象 4 県における一次医療施設が、毎年 2 回以上、県保健管理局から

訪問指導を受ける。）

指標 2-2　 本プロジェクト協力期間中における活動計画 18 の実施率の向上。

指標 2-3　 発見された課題が次年度の県年間計画に反映される。

活動 2-1　 対象県保健管理局が、保健衛生省策定の一次医療施設を対象とする ISSV
チェックリストを必要に応じて改良する。

活動 2-2　 対象県保健管理局が、新 ISSV ツール（成果１の活動 1-1 及び成果２の活動

2-1 参照）の使用方法について関連職員に徹底させる。

活動 2-3　 対象県保健管理局が、一次医療施設を対象とした ISSV を新 ISSV ツールに基

づいて実施する〔事前会議、訪問指導、事後会議、活動計画作成と実施、そ

の結果に関する一次医療施設へのフィードバック（次回スーパービジョン時）

を含む〕。

活動 2-4　 対象県保健管理局が、ISSV によって明らかにされた課題を次年度の年次計画

に反映する。

活動 2-5　 上記の活動③の実施のために、保健衛生省スーパーバイザー及び日本人専

門家が対象県保健管理局に対して〔プロジェクト・サイクル・マネジメント

（PCM）研修などの〕技術的支援を行う。

成果３： 小規模プロジェクトを通して、対象 4 県の県保健管理局が選定した一次医療施

設において提供される母子保健サービスが改善される。

指標　  選定された一次医療施設において、小規模プロジェクトの内容と合致した母子

保健関連指標が改善される（右指標はプロジェクト開始後に設定する。例えば、

新生児・小児疾患の統合的管理（IMNCI）における第一選択薬の在庫切れ発生率、

18　スーパービジョンの結果を受けて今後の改善のために策定される計画。活動計画策定は ISSV サイクルの一部。
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一次医療施設におけるワクチンの在庫状況、周産期ケアの利用の増加、サービ

ス提供者の技術的能力に関連する指標など）。

活動 3-1　 対象県保健管理局が、保健衛生省スーパーバイザー及び日本人専門家と協議

のうえ、ISSV によって明らかになった母子保健に関する課題を解決するため

の小規模プロジェクトを設定する。

活動 3-2　 日本人専門家の支援の下、対象県保健管理局が小規模プロジェクトを実施す

る。

活動 3-3　 対象県保健管理局が、小規模プロジェクトの進捗とその効果をモニタリング

する。

４）プロジェクト実施上の留意点

・ 保健衛生省と日本人専門家による共同モニタリング体制を構築し、プロジェクト開始後

6 カ月以内に、指標の選択、ベースライン値の確認及び目標値の設定を行う。

・ サポーティブスーパービジョンの支援を計画する他の援助機関と連携し、活動の重複を

避け、リソースの効率的な活用を図る。

・ 「シ」国の保健セクターには多くの援助予算が流入しているため、他の援助機関による

支援を注視する。

・ プロジェクト目標の達成には、成果２及び成果３の活動の対象外となる 9 県の県保健管

理局の能力が、成果１を通じて強化されることが必要となる。したがって、同 9 県の状

況を注視し、その状況に応じて、全県の県保健管理局間の競争・表彰制度や対象 4 県の

経験の全県共有などを実施する。

（２）その他インパクト

特になし

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）

（１）事業実施のための前提

・政治的安定及び治安が保持される。

・ISSV の重要性に関する理解が保健衛生省内において維持される。

（２）成果達成のための外部条件

・予定されている保健衛生省の改革が、プロジェクト実施に大きな影響を及ぼさない。

（３）プロジェクト目標達成のための外部条件

・ 保健衛生省及び他の援助機関による保健分野へのリソース（予算／資機材／人材 等）が

継続的に提供される。

・ 本プロジェクトの成果２及び３に関する活動の対象外となる 9 県における ISSV サイクル

が保健衛生省または他の援助機関の支援により強化される。
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（４）上位目標達成のための外部条件

・ 保健衛生省及び他の援助機関によるリソース（予算／資機材／人材 等）が継続的に提供

される。

６．評価結果

本事業は、「シ」国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用

「シ」国カンビア県を対象とした「地域保健改善プロジェクト（2008 ～ 2011 年）」においては、

プロジェクトが、効果が目に見えにくいマネジメント能力の強化のため、活動計画に対して小規

模資金を投入し、C/P のモチベーションを高めてオーナーシップを醸成した。本案件においても、

ISSV サイクルの実現を確実にしてその成果を発現させるため、成果３に関連して同様の取り組

み（小規模プロジェクト）を実施する。

８．今後の評価計画

（１）今後の評価に用いる主な指標

４．（１）のとおり。

（２）今後の評価計画

事業開始 6 カ月以内　　ベースライン調査

事業中間時点 中間レビュー

事業終了 6 カ月前 終了時評価

事業終了 3 年後 事後評価
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第１章　詳細計画策定調査の概要

１－１　調査の背景

シエラレオネ共和国（以下、「シ」国と記す）は、1991 年から続いた内戦が 2002 年に終結し

たものの、長引く内戦で国家の経済、社会、保健システムは大きな打撃を被った。保健分野に

おいては、5 歳未満児死亡率 185/1,000（2008 年）及び妊産婦死亡率 860/100,000 は他のアフリカ

諸国と比較しても高く、母子保健が依然として重点課題である。2010 年には、「シ」国大統領の

強いリーダーシップの下、妊娠中、授乳中の母親、及び 5 歳未満児への医療を無料提供する「フ

リーヘルスケア」が導入され、「シ」国民の一次医療サービスに対するアクセス状況は大きく改

善された。一方、そのサービスの質については、急速な患者数の伸びに医療実施体制が対応しき

れていない状況である。

「シ」国政府は 2009 年に策定した国家保健戦略計画（2010 ～ 2015 年）において、全国民に裨

益する国家保健システム及び保健サービスの強化という構想の下、サポーティブスーパービジョ

ンによる保健サービスの質の改善を掲げている。サポーティブスーパービジョン強化への取り組

みは、行政及び医療サービス提供機関の監督能力の強化を通じて、医療機関のサービスの質の向

上を図るとともに、他ドナー等による保健分野への投入の効率的活用に資するものである。

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、2008 年から 2011 年まで「シ」国カンビア県において

技術協力プロジェクト「地域保健改善プロジェクト」を実施し、包括的保健行政管理能力の強化

に取り組んだ。その中のひとつのコンポーネントとして、サポーティブスーパービジョン強化を

実施し、県レベルで行われるサポーティブスーパービジョンのツール（ガイドライン及びチェッ

クリスト等）を作成した。また、2011 年から 2012 年には、個別専門家（保健分野の統合的スー

パービジョン強化）の派遣により、中央レベルにおけるサポーティブスーパービジョンの強化を

目的としたツール（ガイドライン及びチェックリスト等）の作成及び実施体制整備がなされた。

一方、これらツールが実際に機能して定着するためには、パイロット県における実施及び検証な

ど、更なる取り組みが必要となる。

今般、これまで作成されたツールの活用などを通じて、中央レベルと県レベル、県レベルと一

次医療レベルでの各階層におけるサポーティブスーパービジョンの強化を行い、また、これによ

り保健サービスの質を向上させるべく、「シ」国政府より技術協力プロジェクトの要請が挙げら

れた。

本調査は、「シ」国政府からの協力要請の背景、内容を把握し、先方政府関係機関〔主にカウ

ンターパート（C/P）機関である保健衛生省（Ministry of Health and Sanitation：MoHS）〕との協議

を経て、技術協力の協力計画を策定するとともに、当該プロジェクトの事前評価を行うために必

要な情報を収集し、分析することを目的とする。

１－２　調査の目的

（１ ）①既存資料の整理と分析による基礎情報調査、②開発パートナーへの聞き取り、③

MoHS、ガーナ保健サービスへの聞き取り、④対象サイトの視察及び聞き取りなどを通し

て、プロジェクトの協力の枠組み（目標、対象範囲、成果、投入、指標 等）について検討し、

先方政府と協議を行う。
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（２ ）上記（１）の協議結果に従い、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）（案）、

活動計画表（PO）（案）を作成し、実施体制を確認のうえ、双方の負担事項やプロジェクト

実施上の留意事項、プロジェクト開始までに双方で必要な作業などについて協議を行う。

（３）評価５項目に沿って、プロジェクト事前評価を行う。

（４）協議結果を合意文書〔ミニッツ（M/M）〕にまとめ、先方政府と署名交換を行う。

１－３　調査団員

担当分野 氏　名 所　属 現地調査期間

団長／総括 小森　正勝
JICA 人間開発部　保健第一グループ　保健第

二課長
6/16-6/30

協力企画 コロマ紀代美
JICA シエラレオネフィールドオフィス　在外

専門調査員

6/11-6/26
（現地参団）

保健システム強

化／母子保健
今仁　直美 株式会社グローバルリンクマネージメント 6/9-6/29

評価分析 井関　ふみこ 株式会社グローバルリンクマネージメント 6/9-6/29

１－４　調査日程

月日 曜日 日　程

6/9 土 成田発（今仁、井関）

6/10 日 フリータウン着

6/11 月

AM：JICA シエラレオネフィールドオフィス（FO）訪問、MoHS 次官表敬

PM：MoHS 首席医務官、政策計画情報局長ほかと面談、英国国際開発省（DFID）

訪問

6/12 火
AM：世界保健機関（WHO）訪問

PM：国連児童基金（UNICEF）訪問、MoHS 関係者面談

6/13 水
（今仁）Kambia 県にて保健管理局、病院、県政府及び一次医療施設訪問

（井関）Bo 県にて保健管理局、病院、県政府及び一次医療施設訪問

6/14 木
（今仁）Port Loko 県にて保健管理局、病院、県政府及び一次医療施設訪問

（井関）Pujehun 県にて保健管理局、病院、県政府及び一次医療施設訪問

6/15 金
（今仁）Tonkolili 県にて保健管理局、病院、県政府及び一次医療施設訪問

（井関）Moyamba 県にて保健管理局、病院、県政府及び一次医療施設訪問

6/16 土 成田発（小森）、資料整理（今仁、井関）

6/17 日 フリータウン着（小森）、資料整理（今仁、井関）

6/18 月
AM：JICA シエラレオネ FO 訪問

PM：PDM に関する団内会議
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6/19 火 MoHS との会議

6/20 水
Bombali 県にて保健管理局、病院、県政府及び一次医療施設訪問（小森、今仁）、協

議文書（M/M）案準備（井関）

6/21 水 M/M 案に関する MoHS との会議

6/22 金
AM：最終 M/M 案準備

PM：MoHS への最終 M/M 案の送付、MoHS からのコメント受領

6/23 土 最終 M/M 案、PDM 案、PO 案及び予算計画案の修正

6/24 日 報告書案及び評価シート案作成

6/25 月
AM：MoHS からの最終コメント受領

PM：M/M 案の最終化

6/26 火
AM：保健衛生大臣との M/M 署名、JICA シエラレオネ FO 報告

PM：ガーナ国アクラへ移動（小森）、報告書案作成（今仁、井関）

6/27 水 JICA ガーナ事務所報告（小森）、フリータウン発（今仁、井関）

6/28 木 アクラ発（小森）、パリ経由（今仁、井関）

6/29 金 アムステルダム経由（小森）、成田着（今仁、井関）

6/30 土 成田着（小森）

１－５　主要面談者

保健衛生省（MoHS）
Mr. Joseph Tekman Kanu 保健次官

Dr. K. S. Daoh 首席医務官

Dr. Ahassan Seisay プライマリーヘルスケア局長・副首席医務官

Dr. Magnus Ken Gborie 政策計画情報局長

Dr. S.A.S. Karbo 母子保健局長

Kambia 県

Dr. Tom Sesay 保健管理局長

Mr. S. S. Sankoh 県知事

Port Loko 県

Mr. Sive Conteh 県保健管理局　モニタリング・評価担当官

Dr. Gerald M. Younge 県病院長

Mr. Alfred Samua 県政府首席事務官

Tonkolili 県
Ms. Biola J. Lansana 県保健管理局　看護師長

Dr. Chris Ayodele Pratt 県病院長

Ms. Rugiatu Koroma 副知事
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Bombali 県
Dr. Y. M. Bah 県保健管理局長

Mr. Moses Sesay マケニ市長

Bo 県

Mr. Mohamed A Banga 県保健管理局モニタリング・評価（M&E）担当官

Dr. Peter M. George 県病院医師

Mr. William Alpha ボー市　首席事務官

Mr. David B. Kallin ボー県政府　財務担当官

Pujehun 県

Dr. Francis Jayah 県保健管理局長

Dr. Moses Keuriyo 県病院長

Mr. David Fawundu 副知事

Moyamba 県

Dr. Adilkali A. Kamara 県保健管理局長

Mr. Ishmael Momoh 副知事

開発パートナー

Dr. Tenjin Gakuruh WHO 保健システム specialist
Ms. Uzo Gilpin DFID 保健アドバイザー

Mr. Gopal Sharma UNICEF 副代表
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第２章　保健セクターの概要

「シ」国は総面積 71,740km2 に約 589 万人（2010 年）の人口を擁し、その約 43％（2011 年）

が 15 歳未満と若年層が占める割合が高い
19
。1991 年から 2002 年にかけての内戦により社会的、

経済的な基盤が損なわれ、保健分野においても大きな打撃を被った。近年、政府及び開発パート

ナー（Development Partners：DP）による積極的な介入により状況は改善する傾向にあるものの、

2011 年の人間開発指数においては 187 カ国中 180 位、保健指標においても 180 カ国中 180 位に位

置づけられている
20
。表２－１は主な社会保健指標を近隣諸国と比較したものである。

表２－１　主な社会経済指標の比較

シエラレオネ リベリア ガーナ タンザニア ザンビア サブサハラ平均

人口 2010*1（万人） 587 400 2,440 4,484 1,293 -

1 人当たり名目 GNI 2010*1

（USD）
340 200 1,250 540 1,070 1,185

出生時平均余命

2010-2015*2

男 48 56 64 58 49 54

女 49 59 66 60 50 56

人口増加率 2010-15*2（％） 2.1 2.6 2.3 3.1 3.0 2.4

合計特殊出生率 *2

 2010-2015（人）
4.7 5.0 4.0 5.5 3.1 4.8

近代的避妊実行率 *2

1992/2009（％）
6 10 17 26 27 19

産前検診受診率

（4 回以上）*1

56.1
（2008）

66
（2007）

78.2
（2008）

42.7
（2010）

60.3
（2007）

45.6
（2010）

若年（15-19 歳 1,000 人当たり）

出生率 1996/2008*2（人）
143 177 70 139 151 122

成人識字率　2009*1（％） 40.9 59.1 66.6 72.9 80.9 62.3

改善された衛生施設へのア

クセス 2010*1（％）
13.0 18.0 14.0 10.0 48.0 30.6

改善された水源へのアクセ

ス 2010*1（％）
55.0 73.0 86.0 53.0 61.0 61.1

出典：*1 World Bank “World DataBank”  http://databank.worldbank.org/data/home.aspx
*2 UNFPA “State of the World Population 2011”

２－１　母子保健の現状

「シ」国政府（Government of Sierra Leone：GoSL）は 2010 年のミレニアム開発目標（MDGs）
進捗報告書において、母子保健に関する目標４と５は「順調な進捗」を見せているとする一方で、

2015 年の目標値の達成に関しては「対策が拡大・維持される必要がある」と判断している（表

２－２）21。

19　United Nations “World Statistics Pocketbook 2011”
20　UNDP “International Human Development Indicators”　http://hdrstats.undp.org/en/indicators/default.html （2012 年 7 月 2 日アクセス）
21　シエラレオネ政府（GoSL）“Millennium Development Goals Progress Report 2010”



－ 6 －

表２－２　ミレニアム開発目標４及び５の達成状況

目　標 指　標 2010 年
2015 年

目標値

サブサハラ平均

（2010 年）*1

目標４

乳幼児死亡率

の削減

5 歳未満児死亡率（出生 1,000 人当たり） 174 95 121

乳児死亡率（出生 1,000 人当たり） 114 79 76

1 歳児はしかの予防接種率（％） 82 100 75

目標５

妊産婦の健康

改善

妊産婦死亡率（出産 10 万件当たり） 890 450 500*2

専門技能者介助による出産率（％）
42.4

（2008 年）
100 46

出典：UN（http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Data.aspx） 
*1  World Bank “World DataBank”  http://databank.worldbank.org/data/home.aspx
*2  “The Millennium Development Goals Report 2011”

２－１－１　子供の健康

（１）乳幼児死亡

統計によって若干の差異があるが、国連

機関は 2010 年における 5 歳未満児の死亡率

を 174（出生 1,000 人当たり）と見積もって

おり、これはサブサハラ 48 カ国中ソマリア、

マリに次いで高い数値である
22
。主な死因は

マラリア、呼吸器疾患、下痢などである（表

２－３）。また 1 歳未満の乳児死亡率は 114
（同）、うち生後 4 週間以内の新生児死亡が約

40％を占めると見積もられている
23
。新生児

死亡の主要因は細菌感染、未熟児、呼吸器

不全などであることから、妊娠前及び妊娠

中の母親の栄養状態の改善を図るとともに

産前産後の母性ケアを適切に行い、更に入

念かつ適切な新生児ケアを徹底することで、

末端の施設に保育器などの設備は望めなくとも、多くの命を救うことができると考えられ

ている
24
。

乳幼児の死亡は出産間隔とも密接に関係しており、直近の出産から 2 年以内に生まれた

子供が 5 歳未満で死亡する確率は 4 年以上の間隔をもって生まれた子供に比べておよそ 3
倍の高さに上ることが報告されている

25
。これは現在 11％（近代的避妊に限ると 6％）と低

い避妊率を上げることによって、乳幼児死亡を大きく減らすことができる可能性を示して

いる。

22　http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Data.aspx
23　GoSL/MoHS “ 2010 Health Sector Performance Report”
24　GoSL/MoHS “Reproductive, Neonatal and Child Health Strategy 2011-2015”
25　シエラレオネ人口保健調査（SLDHS 2008）

表２－３　5 歳未満児の死因（2010 年）

死　因 ％

マラリア 23

肺炎 17

下痢 12

未熟児 10

出生時仮死 7

先天性異常 5

新生児敗血症 5

けが 3

HIV・AIDS 1

その他の疾病 16

出典：WHO 資料
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また、乳幼児死亡のうち 57％が栄養状態の改善により防げるものと考えられている
26
。

表２－４からは乳幼児の栄養状態が改善傾向にあること、また母乳のみの保育の割合も顕

著な増加をみせていることが見て取れる。

表２－４　子供の栄養失調
（単位：％）

指　標 2005 年 2010 年 サブサハラ平均 *1

5 歳未満児における低体重の割合 28 22 20

5 歳未満児における慢性栄養障害（stunting）の割合 47 44 39

5 歳未満児における急性栄養障害（wasting）の割合 11 8 9

母乳のみで保育されている生後 6 カ月児の割合 8 32 33

出典：UNICEF　MICS3、MICS4　Sierra Leone
*1 UNICEF Childinfo　http://www.childinfo.org/breastfeeding_iycf.php（2012 年 7 月 5 日アクセス）

（２）予防接種

MDGs の指標（表２－２）からも読み取れるように、子供の予防接種率は比較的高い。

2010 年のはしかの予防注射は 82％であり、サブサハラ地域の平均値 75％を上回ってい

る。また保健衛生省のデータ
27, 28

によると 1 歳未満の乳児のうち 75％が BCG、ポリオ、ペ

ンタ（ジフテリア、破傷風、百日咳、B 型肝炎、ヒブの混合ワクチン）、はしか、黄熱病

の基礎接種を完了している。今後集団免疫の目安とされる 85％以上の接種率を達成する

ためには、①コールドチェーンを含むワクチン管理の強化、②より定期的なアウトリーチ

の実施、③複数回の接種が必要な予防接種に関する住民の啓発、及び④フォローアップの

徹底、の必要が認識されている
29
。保健衛生省は現在、一次レベルの医療施設（Peripheral 

Health Unit：PHU）が周辺コミュニティのニーズを認識しコミュニティごとの予防接種計

画を立案・実行する、「すべての地域に支援を」戦略（Reach Every District：RED）のアプロー

チを取り入れて、この課題の解決を図っている。

２－１－２　リプロダクティブヘルス

（１）妊産婦死亡

2010 年の妊産婦死亡率は出産 10 万件当たり 890 と見積もられており、これは中央アフ

リカと同水準、サブサハラ地域においてはチャド（1100）、ソマリア（1000）に次ぐ高さ

である
30
。妊産婦の院内死亡率に限るとその値は951まで上がり、緊急時の搬送の遅れと医

療施設内で提供されるサービスの質の問題が示唆されている。院内死亡の主な死因として

は子宮破裂（14％）、敗血症（9％）、妊娠高血圧症候群（7％）、貧血（7％）、産後の大量

26　GoSL/MoHS “Reproductive, Neonatal and Child Health Strategy 2011-2015”
27　GoSL/MoHS “2010 Health Sector Performance Report”
28　 UNICEF が 2009 ～ 2011 年に実施した MICS 4（Multiple Indicators Cluster Survey 4）では 導入されたばかりの県保健情報システム

（District Health Information System：DHIS）をベースにした本統計より低い結果が出たため、MoHS のデータの正確性を再検証す

る必要があると認識されている。
29　GoSL/MoHS “Reproductive, Newborn and Child Health Strategy 2011-2015”
30　 UN（http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Data.aspx）
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出血（6％）などが報告されている
31
。

表２－５：MDGs 目標５に係る指標の達成状況

MDGs 指標
シエラレオネ サブサハラ平均

2005 2010 2010

若年出産（15 ～ 19 歳の女性 1,000 人当たり） 144 120 108

専門技能者介助による出産率（％） 43 42 46

15 ～ 49 歳の女性の避妊率（何らかの避妊法）（％） 5.3
8.2

（2008）
22

妊産婦死亡率（出産 10 万件当たり） 1000 890 500

産前健診受診率（1 回以上）（％） 81 87 74

満たされていない避妊需要（％） - 28 25

出典：World DataBank Millennium Development Indicators　http://databank.worldbank.org/（2012 年 7 月 2 日アクセス）

（２）周産期ケア

「シ」国の産前健診受診率や出産の際の専門技能者の介助率はサブサハラ平均と比して

見劣りするものではない。にもかかわらず妊産婦死亡率が高いレベルにとどまっている背

景には、若年出産、マラリア、貧血などの栄養障害のほか、サービス提供側の要因として

十分な知識と技能をもった「専門技能者」の不足、不十分な内容の産前健診、異常分娩に

対応する緊急産科ケアの未整備などがある。

PHU（Peripheral Health Unit）と呼ばれる政府系の一次医療施設において産科ケアを行う

「専門技能者」のほとんどは「MCH（Maternal and Child Health）エイド」と呼ばれる医療

補助員であるが、養成の資格条件が低く、また配属された後は現任研修の機会もほとんど

ないことから、国際基準に照らした技能レベルは低いことが指摘されている。また検査器

材の不備を背景に、産前健診で必須とされる血圧測定（82％）、尿検査（56％）、血液検査

（66％）の実施率は低く、3 種類すべての検査を一度でも受けた者は産前健診を受診した

妊産婦の 50％にとどまっている
32
ことからも、妊娠中の危険兆候を把握しきれていない可

能性が示唆される。

2010 年の調査
33
によると施設出産率は 50％であったが、その後母子保健関連サービス

の無料化（２－２－４参照）が導入されたことにより、産前健診の受診率と並んで特に

二次以上の施設における分娩件数の増加が認められている
34
。2011 年に全国の 210 施設を

対象に行われたサービス提供体制・状況調査（Service Availability and Readiness Assessment：
SARA）

35
によると、一次医療施設の 91％、二次以上の医療施設（病院）の 85％において

通常分娩による出産が行われているが、基礎的緊急産科・新生児ケア（Basic Emergency 
Obstetric and Newborn Care：BEmONC）のすべてを実施できる一次医療施設は 27％、病院

31　GoSL/MoHS “2010 Health Sector Performance Report”
32　UNICEF MICS 4
33　UNICEF MICS 4
34　GoSL/MoHS “2010 Health Sector Performance Report”
35　GoSL/MoHS “Service Availability and Readiness Survey 2011”（調査対象には公立、私立、NGO 系の施設が含まれている）
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は 58％にとどまっている。また帝王切開は 79％の病院で行われているが、包括的緊急産

科・新生児ケア（Comprehensive Emergency Obstetric and Newborn Care：CEmONC）の 9 要

素
36
すべてを提供できている病院は 45％、また帝王切開に対応し得る医師の常駐や血液型

に適合した輸血の供給体制などを含めると、CEmONC センターとして機能する施設はゼ

ロであった。緊急産科ケアの需要に対応するために、2010 年よりすべての県で最低 5 件

の BEmONC センターの設立が、また県病院には CEmONC センターの設立が進められてい

る。

（３）家族計画

家族計画の普及はリスクの高い若年妊娠を減らし出産間隔を拡大することで母子保健の

向上に大きく貢献するが、2008 年の調査
37
によると何らかの避妊を実行している 15 ～ 49

歳の女性は約 10.2％と、サブサハラ地域の平均 25％ 38
と比しても著しく低い。15 ～ 19 歳

に限ると 8.4％であり、これは 15 ～ 19 歳の女性の約 3 人に 1 人が出産または妊娠を経験

しているという調査結果と対をなすものである。高い若年出産率の背景には平均初婚年齢

が 18 歳と低いこと、経済的な理由もあり結婚前の性交渉が珍しくないこと、避妊の知識

が普及していないこと、などの要因があると考えられている。特に農村部において多くの

子供が望まれる傾向があり、避妊需要自体が低いことも指摘されている。

表２－６　出産と家族計画に関する統計の都市・農村部の比較（2008 年）

合計特殊

出生率

理想の

子供の数

20 歳未満女性の

妊娠・出産経験率

何らかの

避妊実行率
避妊需要

避妊需要

充足率

都市部 3.8 4.2 22.6％ 16.2％ 28.6％ 36.3％

農村部 5.8 5.4 43.8％ 5.0％ 27.2％ 15.6％

全国 5.1 5.0 34.0％ 10.2％ 27.6％ 22.9％

出典：Sierra Leone Demographic Health Survey 2008

2 種類以上の近代的避妊法を提供している保健医療施設は一次レベルでは 90％、二次以

上では 49％となっている（2011 年）。ピルやコンドームは約 85％の施設で入手可能であ

るが、皮下埋込式や子宮内避妊器具（Intrauterine Device：IUD）を提供しているのは 5 ～ 7％
のみである

39
。避妊を実行できているのは、妊娠を望まない女性の3人に1人と見積もられ

ている。

２－２　保健政策

２－２－１　貧困削減戦略文書 II（PRSP-II）
中期の国家開発政策である「PRSP-II“Agenda for Change” 2008-2012」には、MDGs の目標達

36　 抗生剤の投与、子宮収縮剤の投与、子癇での抗けいれん剤の投与、新生児蘇生、鉗子・吸引分娩、胎盤の用手摘出、その他の子

宮内遺残物の除去、帝王切開、輸血
37　Sierra Leone Demographic and Health Survey 2008
38　国連人口基金（UNFPA）“State of the World Population 2011”（1990 ～ 2010 年の値）
39　GoSL/MoHS “Service Availability and Readiness Survey 2011”
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成に対するコミットメントが明示されている。保健医療は「持続的な人間開発計画」の一環と

して位置づけられており、重点項目としてリプロダクティブヘルスを含む包括的な母子保健

サービスの提供、栄養改善、感染症及び非感染症対策、上下水道の整備と環境衛生に関する住

民啓発、保健医療施設の拡充、保健人材の増加と人事管理、保健財政、保健情報システムの開

発などが挙げられている。本調査時点において次期 PRSP の策定が進められているが、保健分

野における基本方針や重点項目に大きな変化はないとみられている。

２－２－２　国家保健セクター戦略計画（NHSSP）
「国家保健セクター戦略計画（National Health Sector Strategic Plan：NHSSP）2010-2015」は

PRSP-II に沿って策定された「シ」国初の中期保健計画であり、政府のみならず保健分野の開

発パートナーや非政府組織（NGO）の活動の指針となることが意図されている。効果的で質

の高い保健サービスを全国民に平等に提供すること、そのために機能的な保健システムを構

築することがビジョンとして掲げられており、本文書の構成も保健システムの 6 つのブロック

（ガバナンス、サービス提供、保健人材、保健財政、医薬品と医療技術、保健情報）に沿った

ものとなっている
40
。子供や女性、貧困層といった弱者に焦点を当て、費用対効果の高いアプ

ローチとしてプライマリーヘルスケアを重視し、特に疾病予防及び一次医療の充実を「必須保

健サービスの基礎的パッケージ（Basic Package of Essential Health Services：BPEHS）」の展開を

通して図っていくことが明示されている。BPEHS は、現在の保健サービスがマラリア、結核、

母子保健など多くのいわゆる「縦割りプログラム」によって管理されているのに対し、各レベ

ルの保健医療施設
41
においては課題横断的・包括的なサービスの提供を図ることを目的として

おり、そのサービスの質の確保・向上に向けてプログラムの垣根を越えた合同サポーティブ

スーパービジョン（Joint supportive supervision）が有効な手段として推進される旨が記されてい

る。

NHSSP に基づいた 3 年計画である 2012-2014 年の合同事業予算計画（Joint Programme of Work 
and Funding：JPWF）では、開発パートナーとの緊密な連携や（特定の疾病対策ではない）包

括的なサービス提供、弱者への配慮などと並んでサービスの質の確保やエビデンスに基づいた

計画策定に有用なものとして、モニタリングやスーパービジョンが重要視されている。リプ

ロダクティブヘルス、栄養、拡大予防接種プログラム（Expanded Programme on Immunization：
EPI）、HIV といった縦割りプログラムや、人材育成管理、年間計画のレビューなど、多くの

分野で四半期ごとのモニタリングやサポーティブスーパービジョンが取り込まれている。モ

ニタリングの時期や内容が重複する可能性も増大することから、ガバナンス分野ではモニタ

リング活動のコーディネーション、保健情報分野では統合的サポーティブスーパービジョン

（Integrated Supportive Supervision：ISSV）の強化が計画されている。

２－２－３　リプロ・新生児・小児保健（RNCH）に係る政策・戦略

2015 年の MDGs の達成に向けて、予防可能な女性と子供の死亡を防ぐことに焦点を当てた

「リプロ・新生児・小児保健（Reproductive, Newborn and Child Health：RNCH）に係る政策（RNCH

40　保健システムの各ブロックごとの課題については、付属資料５を参照のこと。
41　レベル別の施設とサービス内容に関しては２－３－３を参照のこと。
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政策）」及び同分野の活動指針となる「RNCH 戦略 2011-2015」が 2011 年に策定されている。

本戦略においては、①数多くの縦割りプログラムによりコミュニティレベルにおける活動やそ

の効果が細分化されてしまっていること、②リソース不足のため県レベルのスーパービジョン

や PHU からのアウトリーチが脆弱であること、③保健人材の不足、④施設や機材などのイン

フラ整備の必要性などが課題として認識されている。その対策として、コミュニティレベルに

おける需要と供給の強化とそれに付随するシステムづくり（スーパービジョンを含む）を通し

て、弱者に配慮した RNCH サービスの提供と利用の促進を図ることがうたわれている。

２－２－４　保健サービスの無料化

保健サービス利用に際する経済的障害を軽減する戦略の一環として、2010 年 4 月からフリー

ヘルスケア・イニシアティブ（Free Health Care Initiative：FHCI）が展開されている。FHCI は
5 歳未満児と妊産婦及び授乳中の女性に対する BPEHS サービスを医薬品や検査を含めすべて

無料で提供するもので、導入後に保健サービスの利用は約 60％増加している
42
。こうした無料

サービスは英国やアフリカ開発銀行、グローバルファンドなどの開発パートナーの支援により

可能となっているが、持続性の観点からも将来的には保健財源の確保のために健康保険を導入

していく方針が打ち出されている。

２－３　保健医療サービス提供の構造

2004 年に地方行政法（Local Government Act 2004）が施行され、以来、基礎的行政サービスの

提供は県政府（District Council：DC）の機能となっている。保健分野においては、一次及び二次

レベルの保健医療は県が管轄し、中央政府は三次医療と全国の政府系施設で使用される医薬品及

び医療機器の一括調達などのほか、政策や戦略の策定や法的枠組みの整備、保健人材の育成、援

助の調整などを担っている。

表２－７　保健行政のデマケーション

中央政府（MoHS） 県政府（県保健管理局）

・ 保健政策・戦略の策定、優先事項の決定

・ 国レベルの保健予算の確保と配分

・ 法的枠組みや各種基準の整備、ガイドライ

ンの策定

・ 成果や計画策定のサイクルのモニタリング

・ 国内外のパートナーとのコーディネーショ

ン

・ 保健人材の養成（in-service training）
・ 県レベルの職員の能力強化支援

・ 三次レベルのサービス提供

・ 県内の保健関連活動に関する計画策定と実

施

・ 二次レベルまでのサービス提供の管理・監

督・支援

・ 保健活動のモニタリングと評価（M&E）
・ ガイドラインに準拠した質の高いサービス

の提供

・ 県レベルの能力強化

・ 県内のステークホルダー（開発パートナー、

NGO など）とのコーディネーション

出典：GoSL/MoHS JPWF 2012-2014

42　GoSL/MoHS “2010 Health Sector Performance Report”
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２－３－１　保健衛生省（MoHS）
保健衛生省は官房部門と技術部門に分かれており、それぞれ次官（Permanent Secretary：PS）

と首席医務官（Chief Medical Officer：CMO）によって統括されている。技術部門には政策計画

情報局（Directorate of Policy, Planning and Information：DPPI）、プライマリーヘルス局（Directorate 
of Primary Health Care：DPHC）、 母 子 保 健 局（Directorate of Reproductive and Child Health：
DRCH）、病院・検査局（Directorate of Hospitals and Laboratories：DHL）、看護局（Directorate of 
Nursing：DN）などが配置されており、CMO 不在の場合にはプライマリーヘルス局長が次席医

務官としてその代理を務める習わしになっている。

付属資料３は現在入手可能な最新の組織図であるが、保健衛生省では構造改革が進行中であ

るため、調査時点における実際の組織構造とは若干の相違がみられる。また近日中に DPPI（同

組織図には DPI と記載）が政策計画局（Directorate of Policy and Planning：DPP）と情報伝達局

（Directorate of Information and Communication：DIC）に分割されることが今回の調査中に確認さ

れている。

２－３－２　県保健管理局（DHMT）
県レベルの保健行政機関は県保健管理局（District Health Management Team：DHMT）と呼ばれ、

15 ～ 25 名の職員がコミュニティ、一次医療施設（PHU）、及び二次医療施設（県病院）を拠

点とした保健サービスの提供を統括している。行政上 DHMT は県政府の一部であり、その活

動に係る費用は原則として県の行政予算から捻出される
43
。その一方で県保健管理局の主な職

員はすべて MoHS の所属であり、局長や病院長、看護師長など医療資格者は全国規模の配置転

換の対象となっており、数年で入れ替わるのが通例である。

表２－８　県保健管理局の主な機能と職員構成

主な機能：

・保健サービスの提供管理（計画策定とその実行・管理、予算管理）

・ PHU の設置と管理（職員の配置と監督指導、必要な医薬品・医療機器の配布を含む）

・特定疾病の監視と対応

・感染力の強い疾病の発生報告及び予防対策

・県内の保健状況の継続的把握

・県レベルでのアドボカシーと資金調達

43　保健衛生省管轄の疾病別プログラム（マラリア、結核、RCH など）に係る活動費は、該当する国家プログラムの予算で賄われる。
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職員（県によって若干の相違あり）：

District Medical Officer；県保健管理局長（DMO）

Medical Superintendent；県病院長

District Health Sister；県看護師長（DHS）
Hospital Matron；県病院看護師長

Environmental Health Superintendent
Monitoring and Evaluation Officer
Health Education Officer
District Pharmacist / Pharmacy Technician
WATSAN Coordinator
TB/Malaria Focal Point
HIV/AIDS Focal Point

District Operation Officer
District Social Mobilisation Officer
Disease Surveillance Officer
District Nutritionist
Health Administrator / Hospital Secretary
Finance Officer
Birth and Deaths Registrar
MCH Aides Training Coordinator
EPI Coordinator
A representative of Community Health Officers

出典：GoSL/MoHS “National Operational Handbook for Primary Health Care” 2004.、DHMT より聞き取り

２－３－３　サービス提供基準と課題

2010 年に策定された必須保険サービスの基礎的パッケージ（BPEHS）は、コミュニティレ

ベルから二次医療までを 5 段階に分け、それぞれのレベルにおいて提供されるべきサービスの

内容や配置される人材・器材等を細かく規定している。医師が配属されているのは二次以上の

施設であり、3 種類ある一次医療施設においては高卒後数年間の専門教育により育成されるコ

ミュニティヘルスオフィサー（Community Health Officer：CHO）や看護・助産師、コミュニティ

保健師（State Enrolled Community Health Nurse：SECHN）や中卒後の専門教育で現場に配属され

る MCH エイドといった医療補助員が常駐し、基礎的なサービスの提供を行っている。MCH
エイドは本来、助産師または看護師の監督下で医療行為を行うことになっているが、保健人材

の絶対的な不足から MCH エイドのみが単独で配属されている末端施設も少なくない。

表２－９は BPEHS に規定されているサービス提供基準をまとめたものである。「シ」国は同

基準に沿ったサービスの実現を NHSSP の中心に据えているが、現段階においては人材や技術

の不足、電気・水道などの基礎的インフラ及び医療設備・器材の未整備などにより、大半の施

設では基準どおりのサービスを提供するには至っていない。

表２－９　BPEHS に定めるサービス提供基準

レベル サービス提供 人　材

コミュニティ

対象人口：各コミュニティの住人

サ ービス：母子保健、栄養、生活習慣、環境衛生な

どに関する住民啓発・保健教育。

限 定的な医薬品の配布による対処療法、PHU から行

うアウトリーチ活動の補佐など。

コミュニティヘルスワー

カー（CHW）
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一
次
施
設
（PH

U

）

母子保健

ポスト

（MCHP）

対象人口：5km 圏内に居住する 500 ～ 5,000 人

サ ービス：上記に加え、産前産後健診、通常分娩、

予防接種、マラリアの初期治療など。

MCH エ イ ド、 コ ミ ュ ニ

ティヘルスアシスタント

（CHA）、用務員など計 6
名

コ ミ ュ ニ

テ ィ ヘ ル

ス ポ ス ト

（CHP）

対象人口：8km 圏内に居住する 5,000 ～ 10,000 人

サ ービス：基本的に MCHP と同一であるが、肺炎や

はしか、結核の治療などが加わる。

コ ミ ュ ニ テ ィ 保 健 師

（SECHN）、助産師、CHA、

MCH エイド、医療統計補

佐など計 9 名

コ ミ ュ ニ

ティヘルス

セ ン タ ー

（CHC）

チーフダム 44 の中心地にあり、入院設備有り。所

長である CHO は、チーフダム内の下部施設（CHP、
MCHP）及びコミュニティにおける保健活動の監督責

任をもつ。

対 象人口：施設より半径 15km 圏内に居住する住民 1
～ 3 万人

サ ービス：CHP と同等のものに加え、BEmONC、妊

娠高血圧症候群の初期治療、簡単な病理検査など。

コミュニティヘルスオ

フィサー（CHO）、環境衛

生担当官、SECHN（助産

師、保健師）、CHA、MCH
エイド、検査技師、薬剤

技師、医療統計補佐など

計 14 名

二
次
施
設

県病院

医師・看護師が常駐し複数の診療課を持つレファラ

ル病院であるとともに、地域住民に対する一次医療

も提供。病床 45 以上の入院施設があり、一次レベル

の医療に加えて全身麻酔による手術や帝王切開を行

う。

対象人口：約 50 万人

医師（内科、外科、小児

科、 産 科、 麻 酔 科、 歯

科）、看護師、助産師、X
線技師、検査技師、薬剤

師など

出典：GoSL/MoHS “Basic Package of Essential Health Services for Sierra Leone” March 2010 より作成

２－４　保健分野における主要開発パートナーの援助動向

「シ」国政府はアブジャ宣言で国家予算の 15％を保健セクターに割り当てることを表明してい

るが、2011 年の保健予算の割合は 8.2％にとどまっており、開発パートナー（DP）への依存率は

高い。JPWF 2012-2014 の実施に必要と見積もられている予算約 4 億 7,360 万米ドルのうち、政府

がコミットしているのはその 16％足らずの 7,500 万米ドル（2,500 万米ドル× 3 年間）である（表

２－ 10）。

表２－ 10　JPWF 2012-2014 実施予算（JPWF 策定時プレッジ *）
（単位：百万米ドル）

2012 年 2013 年 2014 年 合計

シエラレオネ政府（GoSL） 25 25 25 75

英国〔国際開発省（DFID）〕 30 30 30 90

欧州連合（EU） 10.4 10.4 10.4 31.2

世界保健機関（WHO） 0.6 0.6 0.6 1.8

アフリカ開発銀行（AfDB） 14 0 0 14

アフリカ経済開発アラブ銀行（BADEA） 3.35 3.35 3.35 10.05

クウェート 4.8 4.8 4.8 14.4

世界銀行（WB） 2.375 2.375 2.375 7.125

44　チーフダムは、県の下に位置する第 3 行政区分に該当する。
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グローバルファンド（GFATM） 9.3 12.3 13.8 35.4

ワクチンと予防接種のための世界同盟（GAVI） 1.17 0 0 1.17

合計 100.995 88.825 90.325 280.145

必要総額 154.66 163.02 155.92 473.59

資金ギャップ 53.66 74.19 65.59 193.44

必要額に占める GoSL 資金の割合（％） 16.2 15.3 16.0 15.8

*　 一部の国連機関やアイルランド、米国は JPFW 策定時にコミットできる額が未定だったためプレッジせず、ここには掲載

されていない。

出典：GoSL/MoHS JPWF 2012-2014 より作成

２－４－１　主要開発パートナーの取り組み

「シ」国保健セクターにおける主な開発パートナーは英国（国際開発省）、国連機関、世

銀、アフリカ開発銀行、欧州連合、ワクチンと予防接種のための世界同盟（Global Alliance for 
Vaccines and Immunization：GAVI）、グローバルファンド（Global Fund to Fight AIDs, Tuberculosis 
and Malaria：GFATM）などである。これらの主要 DP の援助は、「シ」国の保健戦略計画の実施

を支援するという立場から、NHSSP の重点課題となっている母子保健の改善と保健システム

の強化に集中したものになっている。また同様の理由により、NGO 等に委託する一部を除き

対象県・地域を定めたプロジェクト形式の支援は行っておらず、「シ」国の保健行政構造を通

じて全国に展開する形式をとっている。

ほとんどの DP は、その支援の一環として計画立案、モニタリング、スーパービジョン、

データ管理などのマネジメント強化の要素を取り入れているが、スーパービジョンまたは計画

サイクルの強化に特化した支援をしている機関はない。しかし 2013 年初頭に開始が予定され

ている EU と GAVI のプロジェクトには、サポーティブスーパービジョンの実施に関する直接

的な支援が盛り込まれている。

（１）欧州連合（EU）

MDGs 目標４及び５の達成に向けた支援“MDG Initiative in Sierra Leone – Bridging the Gaps 
to attain MDGs 4 & 5”が 2013 年から 36 カ月間、2,420 万ユーロの予算規模で実施予定であ

る。これは現在実施中の世銀や英国国際開発省（DFID）のプロジェクトが 2015 年を前に

終了するために生じる資金的なギャップを補填するプロジェクトと位置づけられているも

ので、概要は表２－ 11 のとおり
45
。

45　調査時点では管理を委託される UNICEF が MoHS と共に詳細を策定中であり、詳細は未定。



－ 16 －

表２－ 11　EU プロジェクト

MDG Initiative in Sierra Leone – Bridging the Gaps to attain MDGs 4 & 5

コンポーネント 期間
予算

（万ユーロ）

FHCI の医薬品及び栄養補助食品の供給 2013-14 900

一次レベルにおける既存の保健人材の能力強化（臨床技術、在庫管理、会

計管理、モニタリング及びスーパービジョン）

2013-
2015

370

施設改修

・ BEmONC/CEmONC の設立

・ EPI の拡充のための太陽光コールドチェーン（新規調達、修理、メンテ

ナンスの拡充）

・ 県レベルの「医療機器メンテナンス部局」の創設と医薬品倉庫の拡充

765

保健衛生省による DHMT の統合的サポーティブスーパービジョン（ISSV）

の強化

・ 四半期ごとの ISSV 実施に係る経費補助（他の DP との共同出資）

・ 中央及び県レベルにおける年次レビューに係る経費補助（同上）

・  “Facility Improvement Team and Mentoring of District”（世銀の RCHP-II のコ

ンポーネント）によるサービスの質の向上

40

DHMT による ISSV の強化

・ DHMT 要員の ISSV に関する研修

・ 四半期ごとの ISSV 実施に係る経費補助（他の DP との共同出資）

90

・ 県レベルの保健計画策定支援 30

M&E（モニタリング・評価）強化

・ DHMT と県病院へのコンピュータ供与

・ 県レベルの定期的なデータ収集（DHIS）の支援

・ MDG 4&5 に関するオペレーションリサーチ

90

コミュニケーション、評価、会計監査、予備費 135

合　　　計 2,420

出典：European Commission Action Fiche for Sierra Leone “MDG Initiative in Sierra Leone – Bridging the gaps to attain MDG 4 & 5”

（２）ワクチンと予防接種のための世界同盟（GAVI）
保健衛生省は、EPI の強化を主目的とする予算規模 540 万米ドルの事業の支援を GAVI

に申請した。2012 年 10 月より 3 年間の期間で開始される予定であったが、同プロジェク

トが条件付きの承認となったため、その開始時期は現時点では未確定である。事業の概要

は以下のとおり。

表２－ 12　GAVI プロジェクトの概要

コールドチェーンを含む機材のメンテナンス強化

・中央及び県にメンテナンス局を設置

・要員 30 名の研修と配属

・ 移動手段の確保（MoHS：車両 1 台、バイク 2 台、DHMTs：バイク（テクニシャン 1 人につき 1 台）

・機材インベントリーの作成
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・RED によるアウトリーチ強化

・全 PHU のキャッチメントエリアのコミュニティ調査

・PHU 職員の RED 研修とアウトリーチ計画策定

・ISSV（四半期ごと）関連のサポート

‐バイク：1 台× 170 チーフダム

‐車両：2 台× 13 DHMT ＋ 5 台 @ MoHS
‐燃料：四半期ごとに各県 1,000 リットル、MoHS 5,000 リットル

‐日当宿泊費：四半期ごとに各 DHMT 25 人 / 日、MoHS 75 人 / 日
‐文具類

医薬品及びワクチンの供給管理の強化

・ 医薬品配布手段： 車両 34 台（2 台× 12 県＋ 4 台× 1 県、トラック× 4 台、冷蔵車× 2 台）、ボー

ト 3 隻

・太陽光発電コールドチェーン機材：240 台 ＋ 1,300 コールドボックス

・4 州（regional centres）の医薬品庫と中央のワクチン貯蔵施設の拡充

出典：GoSL’s proposal for Health Systems Strengthening（HSS）Support by GAVI

（３）国連諸機関

国連機関は「シエラレオネのための共同ビジョン 2009-2012」と呼ばれる共同支援計画

書に基づいた援助を展開している。同文書は国連機関による PRSP-II の実施支援において

指針となっているもので、農村地域の経済融合、青少年の社会的・経済的融合、保健サー

ビスへの公平なアクセス、信頼のおける利用可能な公共サービスの 4 点が優先事項とされ

ている。保健分野においては、プライマリーヘルスケアを重視し、MDGs に含まれている

保健要素（特に母子保健に重点）を全国的に向上させるため、保健人材の育成をはじめと

する保健システム（計画・予算策定や M&E を含むマネジメント、保健財源の確保、物資

調達管理、保健情報）の強化を国連機関が共同で支援することがうたわれている。

UNICEF は前述の EU プロジェクトのほか、DFID や世銀などの資金により医薬品の

調達管理〔調達・配布の実施、ロジスティック管理情報システム（Logistic Management 
Information System：LMIS）の構築、国立医薬品調達局（National Pharmaceutical Procurement 
Unit：NPPU）の設立など〕、人材育成（MCH エイドの能力強化、CHW のリクルートと研

修）、緊急産科・新生児ケアの拠点となる施設（BEmONC/ CEmONC センター）設立など

を行っている。UNFPA は避妊具の調達のほか UNICEF などと分担して BEmONC/ CEmONC
センターの設立を、また WHO は保健管理情報システム（Health Management Information 
System：HMIS）の一部となる保健人材情報システムの構築やサービス提供体制の定期調

査である SARA の実施を技術面で支援している。

なお、国連機関は 2012 年の 9 ～ 11 月に次期 5 年計画（2013 ～ 2018 年）の計画策定を

行う予定である。

（４）世界銀行

「妊産婦（妊娠～授乳期間）と乳幼児の保健医療サービス利用の増大」を目的として「RCH
プログラム・フェーズ２（RCHP-II）」を 2010 年 10 月より 37 カ月、予算規模 2,000 万ドル

で実施中である。RCHP-II の主要コンポーネントは以下のとおり。
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表２－ 13　世銀プロジェクト RCHP-II の概要

成果に比したインセンティブの支給（Performance-Based Financing：PBF）
・ 全国の PHUに対し、実際のサービス提供状況 46 に応じてインセンティブを現金で支給。

そのうち 60％は職員の収となり、40％は施設の整備に充てられる。

・各 PHU の成果を確認するための四半期ごとのモニタリング

県政府へのセクター財政支援 47

・ 県保健計画に計上してある予算の中から車両、医薬品（含ワクチン）、医療器材等の調

達のほか、施設改修 48、コミュニティヘルスワーカーの研修、モニタリングなどに活

用される予算の補填 49。資金は保健衛生省を通さず、直接県政府に送られる。

・ 医薬品の調達・配布は各県 DHMT のキャパシティが不足しているため UNICEF へ委託。

UNICEF は調達・配布を実施しつつ、保健衛生省と DHMT の調達能力の強化を図って

いる。

・ 県レベルにおける医療関連廃棄物のマネジメントの強化（環境と保健分野のセクター

横断的支援）

保健情報

・ 県保健情報システム（DHIS）：RCH プログラム（フェーズ１）で構築した DHIS の強

化のため研修等の支援を継続。（中央レベルの HMIS 強化は主に DFID/WHO が支援）。

データを扱う保健衛生省要員に対するサポーティブスーパービジョンの研修を包括。

・中央における情報統合設備（Integrated Data Warehouse：IDW）の構築

・県病院における情報管理システム（Hospital Information System：HIMS）の構築

医学教育の強化（シエラレオネ大学、ジャラ大学）

調査：DHS（2013 年）、SARA（2011 年）

出典：World Bank　Reproductive and Child Health Project Phase 2 Project Information Document, Progress Reports 4 & 5

2004 年から地方分権化の支援を行っている世銀は、「サービス提供の地方分権化プロ

ジェクト（Decentralized Service Delivery Project：DSDP）」を通じて地方行政の強化も支援し

ており、同プロジェクトからも RCHP-II とほぼ同額が保健セクターへの財政支援として県

政府に支給されている（表２－ 14 参照）。

表２－14　世銀RCHP-IIとDSDPプロジェクトにおける県政府への財政支援額（2011年予算）
（単位：百万レオン）

RCHP-II DSDP（保健） DSDP（教育） DSDP（水） DSDP（廃棄物処理）

8,085 7,700 6,160 12,320 4,620
出典： GoSL/Ministry of Finance and Economic Development “Local Councils Equitable Grants Distribution Formulae and Annual 

Allocations 2011” Feb. 2011

46　指標 : 施設分娩、産前検診、乳児 PENTA3 接種率、5 歳未満時受診、5 歳未満児の ITN 使用
47　 年次計画の実施を支援するもので、各県の専用口座に直接振り込まれ、DSDP（世銀の地方政府支援プロジェクト）及び GoSL

の資金と共にプールされる。
48　 2013 年 10 月までに 150 件の PHU が改修（新築・機材のみの補強を含む）され、全国で 60 件の BEmOC センターが創出される

ことになっている。
49　行動変容コミュニケーション（Behavior Change Communication：BCC）関連や機材のメンテナンス及びモニタリング関連のコス

トは県予算に十分に計上されていないことが報告されている。
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（５）英国（DFID）

「シ」国にとって最大の支援国である英国は、現行のリプロダクティブヘルスと子供の

健康の向上を目的とした支援プログラムを 2016 年まで継続することを表明している。英

国は 2010 年に開始された FHCI の主要支援者でもあるが
50
、その支援規模は年々縮小する

デザインとなっており、2013年 6月で終了することになっている
51
。保健情報の分野では、

現在並立している各種のデータ管理システム間における情報の共有と活用の促進を中央レ

ベルで支援しているほか、新たに保健人材情報管理システムの構築も WHO を通じて行っ

ている。また M&E 機能強化の一環として、中央及び県レベルで M&E 担当官の給与補填

や四半期ごとに実施する緊急産科・新生児ケア施設のモニタリングを支援している。

（６）米国（USAID）

米国国際開発庁（USAID）は 2010 年から、コミュニティレベルの介入によって食糧保

障の強化と栄養状態の向上を図る「持続可能な栄養と農業振興プロジェクト（Sustainable 
Nutrition and Agriculture Promotion：SNAP）を 5 年間の予定で実施している。予算規模 6,000
万米ドルの同プロジェクトは、NGO のコンソーシアム

52
によって Tonkolili 県、Bombali

県、Kaliahun 県、Koinadugu 県の 18 地区（チーフダム）を対象に実施されており、特に乳

幼児と母親の栄養の改善により母子保健の向上に寄与することが期待されている。栄養、

新生児・小児疾患の統合的管理（Integrated Management of Neonatal and Childhood Illness：
IMNCI）、難産時の対処法などの分野における CHW や PHU 職員の能力強化、コミュニ

ティの組織化、食糧・栄養補助剤の配布、また女性や若者の収入向上も目的とした食

糧生産の促進などを行っている。米国はこのほかにも、顧みられない熱帯病（Neglected 
Tropical Diseases：NTD）や HIV/AIDS に関連する支援も行っている。

２－４－２　援助協調の枠組み

「シ」国では 2011 年 12 月に保健協定（Health Compact）が発効し、援助協調の枠組みも策

定された。保健協定は、「シ」国政府のリーダーシップの下に共同で策定した保健セクター開

発計画を、可能な限り「シ」国のシステムを活用しつつ、政府、保健分野の開発パートナー、

NGO や FBO（Faith-Based Organization；信仰に基づく団体）が協働して実施するコミットメン

トを表現したものである。同協定には「シ」国政府のほか、国連機関や世銀、アフリカ開発銀

行、EU、英国、アイルランド、NGO 及び FBO の代表が署名している。日本は、署名こそして

いないものの、可能な限り同協定の枠組みの中で支援を継続することを表明している。

援助協調の構造は付属資料４に図示したとおりであり、JICA は「保健情報・モニタリング・

サポーティブスーパービジョン」の技術部会（TWG）のメンバーとなっている。各 TWG は保

健衛生省の関係部局職員が議長を務め、隔週で定例会を行うことになっている
53
。また県レベ

ルにおいても同様の援助協調の仕組みがつくられつつあり、県保健管理局のリーダーシップの

50　2010 年においては医薬品の購入や保健人材の給与補填などの形で FHCI 総経費の 42％を負担している。
51　保健人材の給与補填のみ、徐々に減額しつつも 2015 年まで継続される予定である。
52　ACDI/VOCA, International Medical Corps, Opportunities Industrialization Center International
53　 実際の会議の頻度は TWG によって異なっており、保健情報・モニタリング・サポーティブスーパービジョン TWG の会合は 2

カ月に 1 ～ 2 度の頻度で開催されている。
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下でステークホルダー間のコーディネーションが進むことが期待されている。
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第３章　プロジェクト基本計画

３－１　プロジェクト計画策定のプロセス

３－１－１　スーパービジョンに係るこれまでの取り組み

前述のとおり、国家保健セクター戦略計画（NHSSP）には、保健システムの強化を通じて包

括的な保健サービス提供の改善を推進していく方針が明示されており、統合的サポーティブ

スーパービジョン（ISSV）のシステム構築及びその実施は保健システムのガバナンスの一環と

して推進されている。現行のサポーティブスーパービジョンは、地方分権の仕組みに沿って、

①保健衛生省から県保健管理局、②県保健管理局から一次医療施設（PHU）の 2 つのレベルに

おいて実施されている。

わが国は 2008 年から 2011 年まで「シ」国カンビア県において「地域保健改善プロジェクト」

を実施し、そのコンポーネントのひとつとして上記②に該当する県レベルの ISSV 体制の強化

に取り組んだ。この ISSV システムは、当時は疾病・課題別のいわゆる「縦割りプログラム」

別にスーパービジョンが行われ県保健管理局内での情報やリソースの共有がなされていなかっ

たことから、より効率的な指導・管理体制を構築するために導入された。同時にこの ISSV は、

プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）の基本的要素としても位置づけられた。

2010 年から NHSSP においてサポーティブスーパービジョンの徹底が戦略的に位置づけられ

たことを受け、先駆的なカンビア県の取り組みを基に保健衛生省が ISSV を全国展開するのを

支援することを目的として、2012 年 3 月までの 8 カ月間、個別専門家が保健衛生省に派遣さ

れた。その結果、上記①のツールとして県保健管理局を対象とした保健衛生省による ISSV の

ガイドラインとチェックリストが作成されている
54
。チェックリストはマネジメントとプログ

ラムの 2 つのセクションから構成されており、後者においてはリプロダクティブ・小児保健

（Reproductive and Child Health：RCH）、EPI など現在実施中のプログラムに沿った構成になって

いる。ツール策定のプロセスにおいてさまざまなチーム編成で ISSV を実施
55
した結果、現行

ではスーパーバイザーチームは、テクニカル部門の各局長がトップとなり、そのほかにクリニ

カル面を指導する看護師、マネジメントやデータ面の指導を行う M&E 担当官の計 3 名で構成

されることが最適という結論に至っている。

一方で、現行の ISSV は現場における監督指導を定期的に行うことに重点が置かれており、

現場から得られた情報が課題の解決やエビデンスに基づいた計画策定に十分に活用されるに

は至っていないことが指摘されている
56
。さらに、中央レベルだけでなく、県レベルにおける

ISSV 体制強化にも取り組む必要性が指摘されている。

54　ガイドラインは保健衛生省が最終化することになっているが、調査時点においては進展はみられていない。
55　保健衛生省による ISSV は 4 回（2011 年 7 月、10 月、11 月、及び 2012 年 2 月）実施された。
56　専門家業務完了報告書（2011 年 6 月から 2012 年 3 月まで保健衛生省へ派遣された大野伸子執筆）
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図 3‐1：ISSV サイクル 

 

３-１-２ フィールド調査 

調査団は、全国 13 県の内 JICA 安全基準上 プロジェクトの対象とするには難しい県、及び

NGO が大規模な活動を展開している県を除いた 7 県（Kambia, Port Loko, Tonkolili, Bombali, 
Bo, Pujehun, Moyamba）を訪問し、県保健管理局、PHU、県病院、県/市政府を対象に、県レベ

ルでの ISSV の実施状況に関する聞き取りを行った。 

その結果、既にすべての県保健管理局が PHU を対象とした ISSV を実施しているが、発見さ

れた課題解決に向けた十分な対策を組織的にとるには至っていないことが共通の課題として確認

された。更に、①保健衛生省が以前作成・配布した PHU 用チェックリストを使用して ISSV が

実施されているが、最新版でない県や独自に項目を追加した県、②PBF（Performance Based 
Financing：2-4-1 世銀の項参照）のモニタリングと同時或いは別に実施する県、③スーパーバイ

ザーチームの構成などに関して、様々な形態があることが明らかになった。更に ISSV が目標と

される年 4 回実施されていない県や、ISSV 実施時に全 PHU が訪問されていない県があること

も判明した。実施率やカバー率の低い原因として、ロジスティックス面（車両・維持管理費やガ

ソリン・日当）の確保が困難であることが挙げられた。特に県政府を経由して支給される予算の

遅延が ISSV 実施に支障をきたしていることが多くの県から報告された。各県における調査の結

果概要は添付資料 8 を参照のこと。 

３-１-３ 対象県の選定 

プロジェクトによる直接支援の対象には、地域的、更には県保健管理局の能力の面においても

図３－１　ISSV サイクル

３－１－２　フィールド調査

調査団は、全国 13 県のうち JICA 安全基準上プロジェクトの対象とするには難しい県、及び

NGO が大規模な活動を展開している県を除いた 7 県（Kambia、Port Loko、Tonkolili、Bombali、
Bo、Pujehun、Moyamba）を訪問し、県保健管理局、PHU、県病院、県／市政府を対象に、県

レベルでの ISSV の実施状況に関する聞き取りを行った。

その結果、既にすべての県保健管理局が PHU を対象とした ISSV を実施しているが、発見さ

れた課題解決に向けた十分な対策を組織的に取るには至っていないことが共通の課題として確

認された。さらに、①保健衛生省が以前に作成・配布した PHU 用チェックリストを使用して

ISSV が実施されているが、最新版でない県や独自に項目を追加した県、② PBF（Performance- 
Based Financing：２－４－１の世銀の項参照）のモニタリングと同時あるいは別に実施する県、

③スーパーバイザーチームの構成などに関して、さまざまな形態があることが明らかになっ

た。さらに、ISSV が目標とされる年 4 回実施されていない県や、ISSV 実施時に全 PHU が訪

問されていない県があることも判明した。実施率やカバー率の低い原因として、ロジスティッ

クス面（車両・維持管理費やガソリン・日当）の確保が困難であることが挙げられた。特に県

政府を経由して支給される予算の遅延が ISSV 実施に支障を来していることが多くの県から報

告された。各県における調査の結果概要は付属資料５を参照のこと。

３－１－３　対象県の選定

プロジェクトによる直接支援の対象には、地域的、更には県保健管理局の能力の面において

もバランスのとれた選定になるよう考慮し、Bombali、Tonkolili、Moyamba、Pujehun の 4 県が

選ばれた。さらに、NGO による大規模な活動が展開されている県や既に JICA がプロジェクト

を実施している県は活動の重複を避けるよう配慮されている。
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表３－１　対象県の選定基準

地域 県 JICA 安全基準
大規模プロジェクトを

展開する NGO
既存の JICA プロ

ジェクトの有無
県保健管理局の能力

北部

Bombali ○ △ 57 高

Kambia ○ 有 中

Kaoinadugu × △ 中

Port Loko ○ 有 中

Tonkolili Makeni 宿泊 △ 中

南部

Bo ○ MSF 高

Bonthe × 低

Moyamba Bo 宿泊 高

Pujehun Bo 宿泊 低

東部

Kailahun × 低

Kenema ○ IRC 高

Kono × 中

西部 Western ○ Concern 有 高

３－２　プロジェクト基本計画の内容

３－２－１　プロジェクトの概要

プロジェクトの概要は以下のとおりである。〔PDM（案）については付属資料９を、PO（案）

については付属資料 10 を参照されたい。〕

プロジェクト名 サポーティブスーパービジョンシステム強化プロジェクト

プロジェクト期間 2013 年 4 月～ 2017 年 3 月（4 年間）

実施機関 保健衛生省〔プライマリーヘルス局（DPHC）、政策計画局（DPP）58、

母子保健局（DRCH）〕、対象 4 県の県保健管理局

プロジェクト・ダイ

レクター

首席医務官（CMO）

プロジェクト・マネ

ジャー

DPHC 局長（次席医務官を兼務）

プロジェクト対象地

域

全国（Bombali 県、Tonkolili 県、Moyamba 県、Pujehun 県を重点地域と

する）

57　 現在実施中の「カンビア県地域能力開発向上プロジェクト」の対象は北部全県であるが、拠点は Kambia 県と Port Loko 県に設け

られている。
58　 調査時点の名称は「政策計画情報局（DPPI）」であるが、保健衛生省の構造改革によって「政策計画局（DPP）」となることがほ

ぼ決まっている。
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ターゲットグループ 直接裨益者 保健衛生省スーパーバイザー（39 名程度）及び全国 13
県の県保健管理局職員（325 名程度）

間接裨益者 全国 13 県における PHU 職員（3,030 名程度）

最終裨益者 全国の 5 歳未満児（95 万人程度）及び妊産婦・授乳婦（23
万人程度）

３－２－２　プロジェクトの枠組み

（１）　プロジェクト目標と指標

＜プロジェクト目標＞

一次医療施設（PHU）において提供される母子保健サービス改善のために、保健衛生

省及び 13 県の県保健管理局による統合的サポーティブスーパービジョン（ISSV）サ

イクルが強化される。

＜指標＞

１．保健衛生省が ISSV サイクルの全活動を実施する。

２．13 県のうち 10 県の保健管理局が ISSV サイクルの全活動を実施する。

３．県保健管理局を対象とした ISSV チェックリストの評点の向上 59

指 標１：「ISSV サイクルの全活動」とは、「事前会議、現地訪問、事後会議、アクショ

ンプランの策定と実施、次回訪問時におけるフィードバック、必要に応じて次年度

の年間計画に課題を反映する」と定義する（前掲の図３－１参照）。毎年 4 回 ISSV
が実施されると仮定すると ISSV サイクルが毎年 4 回完結することが 100％と考え

られるが、プロジェクト開始後いつの時点までに完結をめざすかを含め、目標値が

検討される必要がある。

指 標２：プロジェクト終了時までに、約 80％の県保健管理局が ISSV サイクルの全活

動を実施するようになることを目標値と設定している。プロジェクト終了時点で

完結されていればよいのか、指標 1 と同様に毎年の完結度の改善をめざすべきか、

ベースライン確認後、具体的な目標値が設定されることが望ましい。

指 標３：データの入手可能性を考慮し、毎回 ISSV 実施時に確認されるチェックリス

トのスコアを指標として設定した。各県別の総合点及び各セクションのスコアにつ

いて、プロジェクト開始時にベースラインを確認し、目標値が設定される必要があ

る。

59　 以下のように、①マネジメント、②プログラムの 2 部門から構成されている。

①管理局の活動、人事、スーパービジョン、財務、保健管理情報システム、ロジスティックス・在庫管理、建設プロジェクト

②予防接種、周産期・リプロダクティブヘルス、栄養、伝染病、マラリア、環境衛生及びコミュニティヘルス
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（２）上位目標

＜上位目標＞

全一次医療施設（PHU）において提供される母子保健サービスが改善される。

＜指標＞

１．サービスの利用可能性・準備評価（SARA60 指標）指標の向上

２．PHU を対象とした ISSV チェックリストの評点の向上 61

指 標１：本調査協議の際は「SARA 指標から選択する」ということで合意されている

が、R/D 締結時は SARA 指標のひとつである「PHU における周産期・新生児・小児

保健（Maternal, Newborn and Child Health：MNCH）サービスの提供体制の状況」で

決定されることが推奨される。

指 標２：現状では、PHU を対象とした ISSV データは各県の県保健管理局が保持し

ているが、十分に整理されていない状況である。この指標の入手手段については、

M&E の枠組みを定める際（活動 1-10）に検討する必要がある。同時に、各県別の

総合点、及び各セクション別の目標値が設定されることが望ましい。

（３）成果と活動

成果１は保健衛生省、成果２及び３は対象 4 県の県保健管理局に関するものである。

成果１

保健衛生省による全 13 県の県保健管理局を支援する能力が強化される。

＜指標＞

1-1.  保健衛生省のスーパーバイザーの 90％が十分な ISSV 能力を保有する。

（「十分な ISSV 能力」についてはプロジェクト開始後に定義する。）

1-2.  保健衛生省によるスーパービジョンの実施・カバー率（100％ = 13 の県保健管理局

が毎年各 4 回、保健衛生省 ISSV スーパーバイザーより訪問指導を受ける。）

1-3.  各回の ISSV 後に策定される活動計画（アクションプラン）のうち 80％以上が着

手される。

〔活動計画（アクションプラン）= 特定された各課題の解決に向けて、その責任者

や実施期限を設定したもの。〕

＜活動＞

1-1.  保健衛生省が 、県保健管理局と PHU を対象とした ISSV ツール（チェックリスト

及びガイドライン）を完成させる。（ISSV サイクル上の活動を既存の県保健管理

局のチェックリストに織り込む。）

1-2.  保健衛生省がツール（チェックリスト、ガイドライン）を印刷し、関係機関に配

布する。

60　SARA（Service Availability and Readiness Assessment）；サービス提供体制 ･状況調査
61　 ①マネジメント、②プログラム、③保健マネジメント情報システムの 3 部門から構成されている。

①職員の出席管理、財務・経理、ロジスティックス・在庫管理、施設状況及び清潔面

② 予防接種、IMNCI、栄養、安全な出産とリプロダクティブヘルス、サーベイランス、エイズ、マラリア、結核、NTD、RED
③データの質と在庫管理データ
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1-3.  保健衛生省が日本人専門家と共に、保健衛生省スーパーバイザーの能力を強化す

る。

1-4.  保健衛生省スーパーバイザーが 13 県の保健管理局に対して ISSV ツール（上記

1-1）導入の指導をする。

1-5.  ガイドラインに従って、保健衛生省が関連部局の参加を得て定期的に 13 県の県保

健管理局への ISSV を実施する〔事前会議、訪問指導、事後会議、保健衛生省の

活動計画（アクションプラン）作成と実施、その結果に関する県保健管理局への

フィードバック（次回スーパービジョン時）を含む〕。

1-6.  毎回の ISSV 実施後、必要に応じて、保健衛生省幹部（Top Management Team：

TMT）が保健衛生省の活動計画（アクションプラン）を協議・承認し、その実施

担当部署を任命する。

1-7.  保健衛生省年次計画立案時に、保健衛生省政策局が、ISSV によって明らかになっ

た課題を次年度の年間計画に反映させる。

1-8.  保健衛生省が、県保健管理局に対する ISSV の記録や保健衛生省の活動計画（アク

ションプラン）実施状況に関する情報管理システムを構築する。

1-9.  保健衛生省が本プロジェクトの運営に関する定期的な会合を開催する（合同調整

委員会、運営委員会）。

1-10.  保健衛生省 と日本人専門家がプロジェクトの進捗を合同でモニターする〔保健衛

生省スーパーバイザーのキャパシティアセスメント、ISSV の結果や活動計画（ア

クションプラン）の実施状況のモニタリングを含む〕。

1-11.  保健衛生省が 13 県の県保健管理局と経験共有の場を設ける（例：13 県を対象と

したワークショップや相互訪問など）。

成果１の指標に関して：

指 標 1-1：スーパーバイザーの構成については、前述３－１－１項を参照。「十分な能力」

の定義とそのアセスメントの仕方はプロジェクト開始後、保健衛生省と協議のうえ決定

することが必要である。

指 標 1-3：活動計画（アクションプラン）の 80％以上が「着手される」とは、対応策が完

全に実施されるのではなく、解決に向けた何らかの動きが開始されることを意味する。

これは、保健衛生省の場合、政策的な関与が必要になる課題も多く、その解決には時間

を要することを考慮にいれたものである。

成果１の活動に関して：

活 動 1-1：本プロジェクトがめざす「一連の ISSV サイクルの活動」が実施されたかを確

認する項目を、現在使用されているチェックリストに織り込む必要がある。

活 動 1-2：ツールは保健衛生省及び県保健管理局関係者に配布される必要がある。

活 動 1-5：関連部局の参加とは、前述３－１－１項のとおり、スーパーバイザーチームが

関連部局の局長、職員から構成されることを意味する。本プロジェクトの C/P となって

いない部局も含まれる。

活 動 1-8：県や PHU ごとの ISSV スコアや活動計画（アクションプラン）実施の進捗状況

が確認できるようなシステムの構築を意図する。現在、戦略情報計画局（DPPI）で活用

しているエクセルを使った簡易なものをベースとし、データの必要性や使い勝手を考慮
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してデザインする。

活 動 1-10：プロジェクト開始直後に、共同モニタリング体制及び計画を設定する。

活 動 1-11：13 県の県保健管理局に対して表彰制度を導入するなど競争意識も活用し、保

健衛生省によるプロジェクト対象外 9 県の県保健管理局の ISSV 強化を推進するメカニ

ズムを織り込むことが推奨される。

成果２

対象 4 県の県保健管理局において、一次医療施設を対象とする統合的サポーティブスー

パービジョン（ISSV）サイクルが強化される。

＜指標＞

2-1.  対象 4 県の県保健管理局による スーパービジョンの実施・カバー率（100％ = 対象

4 県における PHU が毎年 2 回以上、県保健管理局から訪問指導を受ける。）

2-2.  本プロジェクト協力期間中における活動計画（アクションプラン）の実施率の向

上。

2-3.  発見された課題が次年度の県年間計画に反映される。

＜活動＞

2-1.  対象県保健管理局が、保健衛生省策定の PHU を対象とする ISSV チェックリスト

を必要に応じて改良する。

2-2.  対象県保健管理局が、新 ISSV ツール（成果１の活動 1-2 及び成果２の活動 2-1 参

照）の使用法を関連職員の間に徹底させる。

2-3.  対象県保健管理局が、PHU を対象とした ISSV を新 ISSV ツール（活動 2-1 の成果品）

に基づいて実施する〔事前会議、訪問指導、事後会議、県保健管理局による活動

計画（アクションプラン）作成と実施、その結果に関する PHU へのフィードバッ

ク（次回スーパービジョン時）を含む〕。

2-4.  対象県保健管理局が、ISSV によって明らかにされた課題を次年度の年次計画に反

映する。

2-5.  活動 2-3 の実施のために、保健衛生省スーパーバイザー及び日本人専門家が対象

県保健管理局に対して（PCM 研修などの）技術的な支援を行う。

成果２の指標に関して：

指 標 2-1：現行では年 4 回の ISSV が計画・推奨されているものの、指標 1-2 と異なり、こ

の指標では県 ISSV の実施が年 2 回されれば 100％と設定している。これは、各県保健

管理局が約 100 前後と多数の PHU を管轄しており、全 PHU に対して年 4 回 ISSV 訪問

指導することは、移動距離や道路の状態を考えると現実的ではないためである。仮に全

100PHU が 3 回の ISSV 訪問を受けた場合は、（100 × 3）/（100 × 2）× 100 ＝ 150％となる。

指 標 2-2：英文では “implementation rate” となっており、指標 1-3 のように「着手」されれ

ばよいのか、結果が求められるのか、プロジェクト開始直後に M&E の枠組みを定める

際（活動 1-10）に明確にすることが望ましい。
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成果３

小規模プロジェクトを通して、対象 4 県の県保健管理局が選定した PHU において提供さ

れる母子保健サービスが改善される。

＜指　標＞

選定された PHU において、小規模プロジェクトの内容と合致した母子保健関連指標が

改善される。

例）１．IMNCI における第一選択薬（ファーストライン）の在庫切れ発生率

２．PHU におけるワクチンの在庫状況

３．周産期ケアの利用の増加

４．サービス提供者の技術的能力に関連する指標

＜活　動＞

3-1.  対象県保健管理局が、保健衛生省スーパーバイザー及び日本人専門家と協議のう

え、ISSV によって明らかになった母子保健に関する課題を解決するための小規模

プロジェクトを設定する。

3-2.  日本人専門家の支援の下、対象県保健管理局が小規模プロジェクトを実施する。

3-3.  対象県保健管理局が、小規模プロジェクトの進捗とその効果をモニターする。

成果３は個別の PHU における介入に限られるような文言となっているが、ISSV の結果

として複数の PHU に裨益するような小規模プロジェクトが提案されることも考えられる。

本アウトプットは、このプロジェクトにおいて母子保健改善に直接寄与する唯一のコン

ポーネントであることから、①小規模プロジェクトに選定された活動が県レベルの合同事

業予算計画に関連づけられていることと、②他の開発パートナーや NGO、信仰に基づく

団体との重複の回避と連携を考慮しつつ限られた期間で最大限のインパクトを引き出すこ

とに留意して案件の選択がされること、が必要である。

（４）投　入

日本側 「シ」国側

１．専門家

・ 総括

・ 調整員

・ 保健行政

・ サポーティブスーパービジョン

・ データマネジメント（活動 1-8 に関す

るもの）

・ 母子保健（看護師などクリニカルな技

術の指導ができる資格をもつことが望

ましい）

１．C/P
・ 保健衛生省（プライマリーヘルス局長、

政策計画局長、母子保健局長など）

・ 関連職員（政策計画局及びプライマリー

ヘルス局）

・ 保健衛生省スーパーバイザー

・ 対象 4 県の県保健管理局長

・ 必要に応じてその他の職員

２ ．保健衛生省内におけるプロジェクト事

務所用スペース（執務室）
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２．資機材

・ 車両

・ バイク

・ 事務所用機材／家具

３．ローカルコスト

・ 保健衛生省による ISSV の交通費（車

両レンタル代、燃料代）

・ ワークショップ／会議費用

・ ISSV ツールの開発・印刷費用

・ 日本人専門家用の運転手とアシスタン

ト

・ 日本人専門家用車両の維持管理費用及

び燃料代

・ 対象 4 県においてそれぞれの合同事業

予算計画を補完する小規模プロジェク

トの実施費用

４．研修

３．ローカルコスト

・ 保健衛生省及び県保健管理局職員の諸

手当（ISSV 実施の際の日当・宿泊費を

含む）

・ プロジェクト事務所の電気・水・電話

などの諸経費

・ 机、イス、棚など務所用家具

・ 対象 4 県の県保健管理局に供与する車

両とバイクの利用に係る費用（登録料、

保険料 62、維持管理費、運転手代、燃

料費）

４ ．プロジェクト対象外 9 県の県保健管理

局に対する ISSV 能力強化に関する費用

（５）外部要因

＜前提条件＞

１．政治的安定及び治安が保持される。

２．ISSV の重要性が保健衛生省内において維持される。

＜外部条件＞

アウトプット達成の

ための外部条件

予定されている保健衛生省の改革が、プロジェクト実施に影響を

及ぼさない。

プロジェクト目標達

成のための外部条件

１ ．保健衛生省及び開発パートナーによってリソース（予算／資

機材／人材 等）が継続的に提供される。

２ ．本プロジェクトの対象外となる 9 県における ISSV サイクル

が保健衛生省の支援により強化される。

上位目標達成のため

の外部条件

保健衛生省及び開発パートナーによってリソース（予算／資機材

／人材 等）が継続的に提供される。

詳細については、後述の「３－３　プロジェクト実施上の留意事項」、及び「第４章　

プロジェクトの事前評価」を参照されたい。なお、「定期的に職員の異動が行われる」こ

とを念頭に本案件は形成されているため、「C/P の異動がない」という条件は特に外部条

62　 先方側の予算等の関係で費用の手当てができないことによりプロジェクトの進捗が遅れることを防ぐため、初年度分のみ日本側

が負担することも要検討。
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件には含めていない。

３－２－３　実施体制

プロジェクトの運営・実施体制は、図３－２及び図３－３のとおりである。保健衛生省の

CMO をプロジェクト・ダイレクター、DPHC 局長をプロジェクト・マネジャーとする。保健

衛生省においては、DPHC が政策計画局、母子保健局、その他関連部局と調整しつつ、全国

13 県の県保健管理局
63
を対象にした ISSV 年 4 回実施し、その都度「サイクル」を完結させる。

前述のとおり、現行のスーパーバイザーチームは、テクニカル部門の各局長及び課題プログラ

ム長と、クリニカル面を指導する看護師、マネジメントやデータ面を指導する M&E 担当官の

3 名で構成されているが、局長級の職員が年に 4 回、約 1 週間にわたって ISSV に参加するの

は現実的ではなく、スーパーバイザーチームの構成は変更となる可能性もある。日本人専門家

は、中央レベルの中心となる 3 部門、並びにスーパーバイザーチームを支援する。
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図３－２　保健衛生省による県保健管理局のスーパービジョン体制

保健衛生省は、これと並行して全国の県保健管理局による PHU に対する ISSV 強化を推進し

ているが、本プロジェクトはそのうち 4 県の県保健管理局を直接支援する。その他の 9 県につ

いては、保健衛生省が通常の活動の一環として独自で強化する。

63　Western 県は都市部と村落部に分かれているため、13 県に対し 14 のスーパービジョンチームが必要となる。
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図３－３　県保健管理局による PHU のスーパービジョン体制

３－３　プロジェクト実施上の留意事項

（１）他の開発パートナーとの連携

２－４－１で概観したが、現在 JICA を含めて複数の開発パートナー（DP）がサポーティ

ブスーパービジョンの支援を計画している。そのほかにもモニタリングのためのロジス

ティックス支援（車両、燃料費、日当・宿泊費など）や、本プロジェクトの成果３で取り上

げられる可能性のある施設改修や保健人材の能力強化を織り込んでいるプロジェクトも多

い。重複を避けリソースを効率的に活用するためにも、中央及び県レベルに既存の援助協調

の枠組みを活用し、積極的にステークホルダーと緊密な連携を図っていくことが必要であ

る
64
。

（２）上位目標の達成に関する他 DP の支援

本プロジェクトで目標とする ISSV サイクルの全国的な強化は、保健行政能力の強化と母

子保健課題に対応する小規模プロジェクトを通じて上位目標である母子保健の向上に貢献す

るものである。しかし、医薬品や機材の継続的な供給、能力の高い保健従事者の増加、住民

の意識や知識の向上、保健医療サービスへの地理的アクセスの改善などが同時に図られな

ければ、その指標上のインパクトは極めて限定的なものにとどまる可能性が大きい。現在、

2015 年に向けてフリーヘルスケア・イニシアティブ（FHCI65
）を含めた多くの直接的な支援

が実施・計画されていることから、上位目標の達成は見込まれると判断される。しかし、

64　 現在 EU プロジェクトの詳細を策定中の UNICEF は、支援の重複を避けるために本プロジェクトの対象となる 4 県においては支

援内容を調整する意向である。
65　 「シ」国は医療保険の導入によって保健財源の確保をめざす方針を明らかにしており、2013 年に予定されている医療保険の試験

的導入の結果次第では、プロジェクト期間中に FHCI の方向性が大きく変わる可能性もある。
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2015 年以降、本プロジェクトの後半になって開発パートナーの支援が鈍る可能性もあると

ころ、こうした外部要因の影響を最小限にとどめるためにも、主要 DP の動向を継続的にモ

ニターし、可能な限りプロアクティブな対策を立てておくことが望まれる。

（３）対象県における経済活動の変化動向

本プロジェクトで対象県として特定された 4 県のうち、北部州に位置する Tonkolili 県と

Moyamba 県は、近年鉄鉱石採掘が開始され、それに伴う大手鉱山会社の参入によって流動

人口の激増が観察されている。流動人口の増大は、性感染症の増大など保健状況の悪化を引

き起こすことも多く、それに伴う保健指標の悪化や医療人材の不足が本プロジェクトの運営

や指標にも影響する可能性があることからも、プロジェクトはこうした外部要因をモニター

していくことも必要である。

（４）本プロジェクト対象外 9 県の県保健管理局の能力強化

保健衛生省の方針が全国的に ISSV を強化することであり、本プロジェクトではそれを支

援するものであるという位置づけから、プロジェクト目標は全国レベルに設定されている。

プロジェクト目標の達成には、本プロジェクトで直接的な支援をしない 9 県の能力が保健衛

生省または他 DP によって強化されることが不可欠であるため、9 県の状況も継続的にモニ

ターする仕組みを構築する必要がある。保健衛生省は ISSV を組織的に推進する政策的なコ

ミットメントを表明しており、また DP もそれに対する支援を表明していることから 9 県へ

の何らかの支援は行われると予想されるが、全県を対象とした県保健管理局間の競争や表彰

制度、対象 4 県の経験共有の機会などをプロジェクトの活動として効果的に織り込み、9 県

の県保健管理局を間接的に支援していくことも重要である。

（５）スーパービジョンの統合

本プロジェクトは、保健衛生省及び県保健管理局でプログラムごとに並立しているモニタ

リングやスーパービジョンを、情報収集と活用の効率化のために合同で実施する「統合的サ

ポーティブスーパービジョン（ISSV）」を支援するものである。ISSV の実施に際し、各プロ

グラムが独自に保有するモニタリングの枠組みが共通化することが理想であるが、ISSV が

始動している現時点においてそれぞれのもつモニタリングやスーパービジョンの仕組みは大

きく変更されていない。本プロジェクトの専門家は、ISSV の効率を最大限に引き出すため

にも、異なるプログラム間で使用されている指標やモニタリングツール、収集したデータの

共有を働きかけていくことが望ましい。

その一方で、多くの分野が統合されることで一度のスーパービジョンに費やされる時間

が長くなり、PHU の本来業務である保健医療活動に支障を来すのではないか、また分野

によっては十分な専門知識をもたないスーパーバイザーに有効な指導ができるのかなど、

ISSV の限界を指摘する声もある。これは今後スーパービジョンに関するアプローチが再検

討される可能性を示唆するものとして、留意しておくべきと考えられる。

（６）日本人専門家のアサイン

本案件で支援する ISSV は保健衛生省及び県保健管理局の通常業務ではあるが、「シ」国
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では日本人専門家が不在の間は関連業務が停滞する傾向が強い。専門家は C/P のオーナー

シップを高める努力を継続的に行っていく必要があるが、同時にプロジェクトの遅延を防ぐ

ためにも、可能な限り日本人専門家不在の空白期間をなくすことが望まれる。

また以下の項目に関しては、今後プロジェクトが開始される前、または直後に、整理・合

意されることが望ましい。

（７）指標の確認と目標値の設定

調査時において適当と思われる指標が選定されているが、細目を特定すべきもの、また目

標値が設定されていないものもある。例えば上位目標の指標１は、「SARA 指標より選定す

る」ということで合意されているが、その後調査団内部では「PHU のサービス提供体制の

総合的スコア（General service readiness index）」が適当であろうという結論に達したものの保

健衛生省と協議・合意するには至っていない。そのため、R/D 署名時あるいはプロジェクト

開始後早急に、保健衛生省と共同モニタリング体制を構築し、現状を確認したうえで指標の

細目及び目標値を設定する必要がある。

（８）保健衛生省側の C/P
「シ」国のプロジェクトでは、C/P が不在または明確でないことから専門家が自ら業務を

行わざるを得ない例が散見されるが、能力強化を主軸にした本プロジェクトにおいてはプロ

ジェクト開始時から技術移転の対象を明確にしておくことが不可欠である。プロジェクト・

ダイレクターとプロジェクト・マネジャーをそれぞれ CMO 及び DPHC 局長とすることは合

意されているが、実際にプロジェクトが始まった後に日本人専門家の C/P が誰となるのかを

保健衛生省側がプロジェクト開始前に明示することが望まれる。
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第４章　プロジェクトの事前評価

４－１　妥当性

本プロジェクトは、以下の点から妥当性が認められる。

（１）「シ」国保健戦略との整合性

「シ」国では依然として母子保健が最重点課題であり、本案件が上位目標として掲げる一

次医療施設（PHU）における母子保健サービスの改善は、国家保健戦略計画（NHSSP 2010-
2015）の目標と一致している。NHSSP には保健システムの強化を通じて保健医療状況の改善

を推進していくことが明示されており、本案件がプロジェクト目標に掲げる統合的サポー

ティブスーパービジョン（ISSV）体制の強化は、①ガバナンス強化、及び②サービスの改

善を推し進めるための方策として重視されている。更に、保健セクターの 3 年間の業務実施

計画である合同事業予算計画（JPWF）2012-2014 においても、保健衛生省による県保健管理

局の、そして県保健管理局による保健医療施設の監督指導の強化を推進していくことが明記

されており、本案件はそれを直接的に支援するものとして位置づけられる。

（２）わが国援助政策との整合性

わが国は「シ」国に対する援助において「平和の定着」を重視しており、保健を含む社会

基盤の整備が重点分野として掲げられている。さらに、「サポーティブスーパービジョン」

を含む保健システム強化は「国際保健政策」（外務省）の優先項目に掲げられており、わが

国援助政策との整合性が認められる。

（３）ターゲットグループのニーズとの整合性

保健衛生省は既に 13 県の保健管理局を対象とした ISSV を実施しているものの、課題解決

には十分につながっていない現状があり、その強化が必要と認識されている。さらに、PHU
における保健サービスの改善に直接的に関与する県保健管理局でも同様の ISSV 強化が求め

られている。本案件では成果１で保健衛生省の、成果２で県保健管理局の体制強化を掲げて

おり、ターゲットグループのニーズと一致している。

（４）ターゲット地域選定の適切性

成果２及び３の対象となる 4 県の県保健管理局は、北部・南部から 2 県ずつ選定されてい

るうえ、保健衛生省による県保健管理局の能力基準（１～３）の各段階から選ばれ、さらに

JICA が既にプロジェクトを実施している県や NGO が大規模な活動を展開している県は除外

されている。したがって、地域間並びに能力的にバランスが確保されており、活動の重複も

配慮されているため、4 対象県の選定は適切であると判断される。

４－２　有効性

以下の理由から有効性が見込まれる。
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（１）成果とプロジェクト目標のロジックの整合性

本案件は中央と県の 2 つのレベルを対象に、以下の 3 つの成果から構成されている。

①保健衛生省の県保健管理局に対する ISSV 能力強化

②対象 4 県の県保健管理局の PHU に対する ISSV 能力強化

③ 対象 4 県の県保健管理局が選定した PHU において母子保健サービスを改善するための小

規模プロジェクトの実施。

小規模プロジェクトは、課題解決のための対策〔活動計画（アクションプラン）〕を実現

することで、具体的に ISSV サイクルを完結させ、その成果を明示することによって、対象

4 県の県保健管理局のモチベーション及びオーナーシップの向上を図ることを目的として導

入している。スーパービジョンが現場訪問をして情報収集することに目的が置かれている現

状に対し、スーパービジョンの結果を課題解決や政策・予算に反映させ、一連の ISSV サイ

クルの活動を確実に実施するように支援することで、下に位置する組織を「サポート」する

体制強化、つまりプロジェクト目標の達成が見込まれる。

（２）プロジェクト目標達成に対する外部条件

ISSV サイクル確立には、スーパービジョンによって特定された課題解決のために対策〔活

動計画（アクションプラン）〕を打ち立て、その対策を実行するための予算が確保されてい

ることが重要になる。この予算がない場合には、対策を打ち立てる意義が損なわれるからで

ある。現在「シ」国では 2015 年の MDGs 達成に向けて母子保健分野を対象とした他開発パー

トナーによる支援が多く実施・予定されている（２－４参照）ため、この外部条件が確保さ

れる可能性は高いと判断されるが、プロジェクト後半、特に 2015 年以降はこの外部条件に

変化がないかをモニターする必要がある。

また、本プロジェクトの県保健管理局に対する直接的支援は 4 県のみにとどまるため、プ

ロジェクト目標の達成には残り 9 県において保健衛生省が独自で同様の支援を展開するこ

とが不可欠である。ISSV 自体は県保健管理局が通常業務の一環として行うものとして JPWF
にも織り込まれているものではあるが、プロジェクトは保健衛生省の活動をモニターし、プ

ロジェクト目標達成のために、必要に応じて働きかけることが重要である。

４－３　効率性

以下の理由から効率性が見込まれる。

（１）他の開発パートナー（DP）との連携・相乗効果

ワクチンと予防接種のための世界同盟（GAVI）や EU/UNICEF が ISSV 強化を含む保健シ

ステムプロジェクトを実施する予定であり、適切なコーディネーションにより本プロジェク

トの対象外 9 県の能力強化が期待できる。また本プロジェクトは、計画策定・実施能力を含

む保健行政能力を強化することによって他の DP による保健プロジェクトの運営にも寄与す

ることから、相乗効果が期待される。
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（２）過去の JICA の経験

2008 年から 2011 年にかけて JICA が Kambia 県において「地域保健改善プロジェクト」を

実施した際に、県レベルのサポーティブスーパービジョンの強化に取り組んだ。その成果の

ひとつであるチェックリストは、その後保健衛生省に派遣された個別専門家によって本プロ

ジェクトでも使われるツールに加工されている。既に保健衛生省と JICA 間で良好な関係が

構築されていること、また既に ISSV のツールが JICA の支援によってほぼ完成しているこ

とから、効率性の高いプロジェクト運営が期待される。

（３）投入と比較したプロジェクト目標のレベル設定

Kambia 県における地域保健改善プロジェクトは、他国における成功例を参考としたが、

前提条件となる技術レベルの相違に十分な配慮がなされていなかったことがプロジェクト・

デザイン上の教訓として残された。その経験からも、脆弱な「シ」国の行政能力を考慮して、

本案件におけるプロジェクト目標は現実的なレベルに設定されていると判断される。

（４）成果達成に対する外部条件

「予定されている保健衛生省の改革が、プロジェクト実施に影響を及ぼさない」ことが外

部条件となる。保健衛生省では現在組織改変が進行中であることから、大きな改革が行われ

た場合にはプロジェクトの実施体制などに関し臨機応変に対応することが必要である。

４－４　インパクト

以下のようなインパクトが予測される。

（１）上位目標達成の見込み

スーパービジョンによって課題が特定され、それに対して何らかの方策が取られる（政

策・予算への反映を含む）という一連の ISSV サイクルが強化されることにより、現在進行

中のすべての保健システム及び母子保健サービス強化を間接的にサポートすることになる。

また、保健指標が劣悪である「シ」国に対しては、今後も DP による継続的な支援が期待で

きることから、プロジェクト終了後 3 ～ 5 年度には、「PHU において提供される母子保健サー

ビスが改善される」ことが見込まれる。

（２）上位目標に対する外部条件

「保健衛生省及び DP によってリソースが継続的に提供される」という外部条件が担保さ

れない場合は、サポーティブスーパービジョンの効果がサービス改善に十分に結び付かない

可能性も残る。2015 年までは母子保健分野を中心に EU や GAVI の資金により大規模なプロ

ジェクトが継続実施されることが決定しているが、プロジェクト後半になってから DP の支

援が停滞する可能性もあり、上位目標達成への影響をモニターする必要がある。

４－５　持続性

リソース（予算・資機材・人材 等）が適切に確保されれば、一定レベルの持続性が期待される。
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（１）政策・制度的側面

サポーティブスーパービジョンが保健システム強化やサービスの質の向上に関して有効な

手段であることは普遍的に認識されており、現行の NHSSP 終了後も引き続き重視されると

予測される。一方で、さまざまな分野が盛り込まれた「統合的な」スーパービジョンには、

課題別のものに比べると専門的な分野に対応できないなどの弊害も指摘されており、現在の

ISSV を推進する方向が見直される可能性はある。しかし本プロジェクトで強化しようとし

ている Plan-Do-See のサイクルは事業管理の基礎でもあることから、スーパービジョンの形

態に係る方針の転換によって本プロジェクトの効果が失われることはない。

（２）技術的側面

本プロジェクトにおいては、日本人専門家は保健衛生省で同省職員の通常業務を支援する

というアプローチであるため、プロジェクト終了までには保健衛生省の職員に技術移転がさ

れていることが期待できる。ISSV ツールを県の実情に応じて改訂するという要素が盛り込

まれており、将来的にツールの再改訂が必要となった際にも、その技術は中央及び県のレベ

ルに蓄積されている見通しである。

（３）財政的側面

ISSV の実施は、保健衛生省の業務計画に既に反映されている活動の一環であるため、そ

の実施に関するリソースは通常予算から確保されると見込まれる。また、県保健管理局の能

力が向上すれば、中央からの監督指導の必要回数が減り、その経費も将来的には軽減するこ

とが期待される。さらに、「シ」国の母子保健分野を対象とした国際的な支援は今後も一定

のレベルで継続されると予測されるうえ、復興期の「シ」国においては鉱山を中心とした産

業が拡大しつつあるため、税収の増大による国家予算の増大も期待できると想定される。
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第５章　実施協議

2012 年 10 月 12 日、詳細計画策定調査で署名を交わした M/M に基づき、プロジェクトの基本

合意文書である討議議事録（R/D）に関する協議が JICA ガーナ事務所（JICA シエラレオネ支所

を兼轄）と「シ」国保健衛生省、財務省との間でなされた。

主な協議・確認事項は以下のとおり。

（１）詳細計画策定調査に参加していなかった保健省副大臣に対するプロジェクトの内容や過去

の協力の経緯、個別専門家、PDM に関する説明

（２）プロジェクトの開始時期

日本の専門家リクルートの都合上、2013 年 4 月以降になる旨回答

（３）プロジェクトの執務スペースについて

「シ」国側による確実な確保と、日本側による事務機器や家具の調達に関する確認

（４）プロジェクトフォーカルパーソンについて

「シ」国側のフォーカルパーソン選定（時期・人数・人選）の確認

上記協議を経て、R/D への署名がなされ、その後、12 月に「シ」国外務省による署名がなされ

た（付属資料８参照）。
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